
修士論文

(e,e′K+)反応を用いた広い質量数領域における
ラムダハイパー核分光実験のデザイン

Design of an experiment for Lambda hypernuclear reaction

spectroscopy in wide mass range by the (e,e′K+) reaction

東北大学大学院理学研究科
物理学専攻

藤田真奈美

平成 27年



概要

我々はストレンジクォークを含む原子核即ちハイパー核を用いて核力、あるいは核構造の研究を行っ
ている。ハイペロン (ストレンジクォークを含む核子)は陽子、中性子からのパウリの排他律の制約を受
けないため、原子核深部の探索が可能である。さらにストレンジネスという新たな量子数を持ち込む事
によって、核力をアイソスピン対称性 (SU(2))からフレーバー対称性 (SU(3))の世界へと拡張して研究
する事が出来る。我々は電磁相互作用によるハイパー核生成反応分光実験によりハイパー核研究を進め
てきた。(e,e′K+)反応では、入射電子が仮想光子を介して標的中の陽子と反応し散乱され、仮想光子と
原子核が反応しハイパー核とK中間子が生成される。実験では散乱電子とK中間子を同時計測する事で
生成したハイパー核のミッシングマスを測定する。
2000年代初頭から米国ジェファーソン研究所 (JLab)で電磁相互作用を用いた Λハイパー核分光実験

が行われてきた。電磁相互作用によるハイパー核生成断面積は (π+,K+),(K−, π−)反応によるハイパー核
生成断面積に比べ 2桁から 4桁小さく、その上大量のバックグラウンドがあるため、(e,e′K+)反応分光
実験はその実験的困難が非常に大きい。しかし、スペクトロメーターの新設、セットアップの改良、検出
器の性能向上などによりこれまで東北大グループは 3度にわたり (e,e′K+)反応分光実験を成功させ、質
量数A=1∼52の中重質量数領域までの Λハイパー核の分光を行った。2009年にデータ収集を行った第
3世代実験 (E05-115実験)では 12

Λ Bの Λ束縛エネルギーに対し 540 keV(FWHM)の分解能を達成した。
我々はさらに研究をより大きな質量数領域へと展開し A=208までのハイパー核の分光を計画してい

る。そこで問題となるのが散乱電子側へ混入するバックグラウンドである。バックグラウンド電子は制
動放射に起因するものがその大部分を占めていて、標的の原子番号の約 2乗に比例して急激に増加する。
重い標的の場合にも十分な信号雑音比（以下 S/N）を達成し束縛エネルギーや生成断面積を精度よく測
定するためには、このバックグラウンドを低減することが必須である。このバックグラウンドは入射電
子ビームのエネルギーが増加するほどより前方へ集中して放出される。この性質を上手く利用し、次世
代実験では入射ビームのエネルギーを前回実験の約 2倍の 4.5 GeVまで引き上げ、バックグラウンドを
前方に集中させこの領域を避けて測定を行う。(e,e′K+)反応の素過程の断面積も前方で最大となるため
前方を避けて測定する事は収量の観点からは不利となるが、バックグラウンドが圧倒的に低減され非常
に S/N比の良いクリーンなスペクトラムが期待される。
入射ビームエネルギーの増加に伴って、散乱電子側スペクトロメーターとして高運動量の電子を高分

解能 (∆p/p ∼ 10−4)で測定可能な JLab Hall Aに常設のHigh Resolution Spectrometer(HRS)を導入す
る。K中間子の測定には東北大が創設した High resolution Kaon Spectrometer(HKS)を使用する。次
世代実験はセプタム磁石、HRS、HKSというコンフィグレーションで行う初めての実験であり、モンテ
カルロシミュレーションを駆使した収量見積もり、ミッシングマス分解能見積もり、バックグラウンド
見積もりが必須である。　
本研究では散乱電子側に新たに導入されるHRSスペクトロメーターのモンテカルロシミュレーション

コードの構築を行った。HRSを構成する双極磁石は Index Dipoleと呼ばれ、中心磁場の大きさが粒子の
回転半径に依存するような複雑な磁場を持つ。シミュレーション内でこの複雑な Index Dipole磁石の磁
場を再現するため、有限要素法による 3次元磁場計算ソフト TOSCAを用いて磁場マップを計算した。
シミュレーションデータを解析する際に、スペクトロメーターの焦点面の情報は反応点を原点にとっ

i



た逆輸送行列を用いて標的での情報に変換する。本研究では、粒子の反応点が原点からずれた場合にミッ
シングマスに及ぼす影響と逆輸送行列を用いた補正について検討した。また、スペクトロメーターの検
出器分解能、標的でのエネルギー損失によるミッシングマスへの影響に関しての見積もりも行った。見
積もりの結果、次世代実験のセットアップにおけるミッシングマス分解能は 100 mg/cm2の炭素標的を
用いた場合 720 keV(FWHM)となった。このとき 100 µAの電子ビームを 60時間照射すると、12

Λ Bの
基底状態のピークの S/Nは 113となる。E05-115実験のデータと比較すると圧倒的に S/Nが改善しク
リーンなスペクトラムが得られる。一方、100 mg/cm2の鉛標的に 10 µAの電子ビームを 60日照射した
場合、208

Λ Tlの基底状態のピークの S/Nは 4.5となる。重い標的を測定する際に高い入射エネルギーの
電子ビームを用いた上で BGが集中する前方領域を避けて計測する次世代セットアップが非常に有効で
ある事が分かった。
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第1章 序論

我々の身の回りの物質は原子で出来ており、その原子は原子核と電子で構成される。原子核は陽子、
中性子といった通常核子で構成され、その核子を作るのはクォークである。クォーク同士が結びつき核
子を形成する力、さらには核子同士が結びつき原子核を形成する力が強い相互作用である。現代物理学
において強い相互作用は量子色力学 (Quantum ChromoDynamics:QCD)により理解、記述される。し
かし、運動量移行が 1GeV以下のような低いエネルギー領域においてはQCDによる記述は困難である。
近年では格子 QCDによる計算が進められている。格子 QCDの計算では強い相互作用による現象を定
量的に求める事が出来、大きな躍進となっているが、物理描像を理解することは出来ない。相互作用を
理解する為には物理描像を伴う理論模型による記述が必要である。この章では、ストレンジクォークを
含む核子、ハイペロン、ハイパー核について説明し、ストレンジネス核物理研究の意義、本論文の内容
について述べる。

1.1 ストレンジネス研究

1.1.1 ハイペロン、ハイパー核

強い相互作用で結びつく複合粒子ハドロンには、クォーク３つで構成されるバリオンとクォーク、反
クォークから構成されるメソンがある。通常自然界に存在する陽子や中性子といった核子は uクォーク、
dクォークのみから構成されるアイソスピン 1/2のバリオンである。Λ粒子や Σ粒子のように sクォー
クを１つ以上含むバリオンはハイペロンと呼ばれる。そしてこのハイペロンを含んだ原子核をハイパー
核と呼ぶ。

1.1.2 ストレンジネス核物理研究の意義

ハイペロンを研究する事には以下のような意義がある。

1. 原子核深部の探索　
ハイペロンは原子核中の通常核子からのパウリの排他律の制約を受けない。そのため原子核深部
のプローブとなる。また、原子核深部でのハイペロンの性質を観測することで、核媒質中でのパ
イぺロンの性質変化にアプローチする事もできる。さらに、不純物としてのハイペロンが元の原
子核の性質を変える事も期待される。

2. バリオン間相互作用の理解　
uクォーク、dクォークの構成子質量はどちらも約 300 MeV/c2であり、量子数としてアイソスピ
ンが導入された。アイソスピン対称性 (SU(2))とは、uクォークと dクォークの入れ替えに対する
対称性である。ここに構成子質量約 450 MeV/c2の sクォークを加え、新たな量子数としてストレ
ンジネスを導入する事でアイソスピン対称性 (SU(2))の世界からフレーバー対称性 (SU(3))の世
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界へ拡張する事が出来る。核子核子間相互作用をこの対称性のもとでバリオン間相互作用へ拡張
することで新たなハドロン多体系の理解へと繋がる。また、高い次元での研究へ展開する中でも
との SU(2)対称性の世界の理解がさらに深まる事が期待される。

3. 高密度核物質の研究
中性子星の内部のように高密度となっているところでは、大きな中性子のフェルミエネルギーを
減らすようにストレンジネスが生じると考えられる。しかし近年太陽質量の 2倍の中性子星が発
見された [1]。中性子星の内部でストレンジネスが生じるとして作った状態方程式ではこれを自然
に説明する事が出来ない。この謎を解明するためには中性子核物質内で相互作用がどのようにな
るかを実験的に検証する事が必須である。

1.2 ハイパー核分光実験の歴史

Λハイパー核は 1953年宇宙線によって生成したハイパーフラグメントとしてエマルジョン中に初めて
観測された [2]。この後エマルジョン実験ではA≤16までの軽いハイパー核の基底状態の束縛エネルギー
が測定された。
その後 1970年代にCERN-PS、BNLの加速器によってK−ビームを生成し、(K−, π−)反応を使った

カウンター実験が行われた。(K−, π−)反応分光実験ではエマルジョン実験で測定できなかったハイパー
核の励起状態の研究が可能になった。特に Λ粒子が p軌道に入ったハイパー核の構造が研究され、Λハ
イパー核のスピン軌道分岐が非常に小さい事が発見された [3]。
ハイパー核は (π+,K+)反応を用いても生成する事が出来るが、この反応の生成断面積は (K−, π−)反

応に比べ 2∼3桁小さいためそれまで分光実験には利用されてこなかった。しかし、1980年代中頃BNL-

AGS、KEK-PSで大強度の πビームが供給されるようになり、(π+,K+)反応分光実験が実現した。散乱
K中間子を検出する大立体角の高性能スペクトロメーター Superconducting Kaon Spectrometer(SKS)

が建設され、エネルギー分解能 2 MeV/c2(FWHM)で測定が行われた。208
Λ Pbまでの広い質量数領域で

の Λハイパー核の測定が行われ、深く束縛された軌道においても独立粒子模型が成立している事を示し
た [4]。図 1.1はKEK 12-GeV PSで SKSを用いて測定された 208

Λ Pbの Λ束縛エネルギー、図 1.2は測
定された Λ束縛エネルギーの質量数 (A)依存性を示す。図 1.1、1.2中の sΛ,pΛ...は Λ粒子がそれぞれ s

軌道、p軌道 ...に束縛された状態を示す。
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図 1.1: KEKで測定された 208
Λ Pbの束縛エネルギー

[4]

図 1.2: KEKで測定されたΛ束縛エネルギーのA依
存性 [4]

ガンマ線分光は、ハイパー核がガンマ遷移する際に放出するガンマ線を測定する事で、基底状態と励
起状態のエネルギーレベルの間隔を測定する。1990年代後半にHyperballと呼ばれるゲルマ検出器アレ
イが建設され、数 keVという高分解能で Λハイパー核の構造が調べられた。
近年では新たに (e,e′K+)反応分光実験が確立した。米国ジェファーソン研究所においてCEBAF加速

器の大強度、高品質の 1次電子線ビームを用いて行われた実験で、1 MeV以下の高分解能を達成した。

1.3 本研究の目的

これまで我々は (e,e′K+)反応分光実験により A=1∼52までの中重質量数領域の Λハイパー核の測定
を行った。現在、より質量数の大きい A=208まで研究を展開するため JLab Hall Aにおける次世代の
(e,e′K+)反応分光実験を計画している。(e,e′K+)反応では、入射電子が仮想光子を介して標的中の陽子と反
応し、ハイパー核とK中間子が生成される。散乱電子とK中間子を同時に計測しミッシングマス法によって
ハイパー核の分光を行う。詳細は 2章に述べる。次世代実験では散乱電子側検出器としてHigh Resolution

Spectrometer(HRS)、K中間子側検出器としてHigh Resolution Kaon Spectrometer(HKS)を使用する。
また、バックグラウンドが集中する領域を避ける為に標的直後に１対のセプタム磁石 (SEPTUM)を設
置する。セットアップの詳細は 3章に述べる。本研究の目的は、SEPTUM+HRS+HKSで初めて実験を
行うにあたり、実験で期待されるミッシングマス分解能、ハイパー核収量、バックグラウンド、信号雑
音比 (以下 S/Nと明記)の見積もりを行い、次世代実験の実現可能性を評価する事である。
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第2章 (e,e′K+)反応を用いたハイパー核分光実験

この章では (e,e′K+)反応の素仮定と特徴について説明する。さらに (e,e′K+)反応分光実験の原理と米
国ジェファーソン研究所 (Thomas Jefferson National Accelerator Facility:JLab)にて行われた過去実験
について説明する。

2.1 (e,e′K+)反応の素過程

(e,e′K+)反応の運動学は
e + p → e′ + Λ+K+ (2.1)

と書ける。反応図を図 2.1に示す。入射電子 [e : Pe=(Ee, p⃗e)]は核内で仮想光子 (γ∗)を放出し、電子は
散乱される [e′ : Pe′=(Ee′ , p⃗e′)]。仮想光子は電磁相互作用によって陽子 [p: PN=(Ee, p⃗N )]を Λ粒子に
変換し、K中間子 [K+ : PK+=(EK+ , ⃗pK+)]が生成される。仮想光子の 4元ベクトルは [q=(ω, q⃗)]で定
義され、それぞれ

ω = Ee − Ee′ , (2.2)

q⃗ = p⃗e − p⃗e′ (2.3)

で与えられる。入射電子と散乱電子を含む面を散乱平面、仮想光子とK中間子を含む面を反応平面と呼
ぶ。入射電子と散乱電子のなす角を θe、入射電子と仮想光子のなす角を θγ と定義する。入射電子と K

中間子のなす角を θeK、仮想光子とK中間子のなす角を θγK と定義する。

図 2.1: (e,e′K+)反応の運動学
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(e,e′K+)反応を用いたハイパー核の生成断面積は、K+中間子生成の素過程の微分断面積と仮想光子
のフラックスの積で表され式 2.4のようにかける。

d3σ

dωdΩe′dΩK
= Γ

dσγ∗

dΩK
. (2.4)

• K+中間子生成の素過程の微分断面積
K中間子の生成断面積は、媒介するのが仮想光子であるため各偏極成分を考慮して以下のように
書ける。

dσγ∗
dΩK+

=
dσT
dΩK+

+ ϵL
dσL
dΩK+

+ ϵ
dσTT

dΩK+

cos 2ϕK +
√

2ϵL(1 + ϵ)
dσLT
dΩK+

cosϕK , (2.5)

ϵ = (1 +
2|q⃗|2

Q2
tan2

θe
2
)−1, ϵL =

Q2

ω2
ϵ. (2.6)

ここで各項は横波成分 σT、縦波成分 σL、それら偏極成分の干渉成分 σTT および σLT である。ϵお
よび ϵLは仮想光子偏極の横波成分、縦波成分を表す。図 2.2に 12C(e,e′K+)12Λ B反応断面積のK中
間子生成角度依存性を示す。生成されたK中間子は前方に多く放出される事が分かる。

図 2.2: 12C(e,e′K+)12Λ B反応断面積のK中間子生成角度依存性 [5] : 生成されたK中間子は前方に放出
されやすく、さらに spin-flipも起こりやすい。

実光子によるK+中間子生成素過程 γ+p → Λ+K+反応の微分断面積は SAPHIR、JLabのCLAS

などで測定が行なわれている。図 2.3に示すのは SAPHIRで測定されたデータで、横軸が光子の
エネルギー、縦軸が全生成断面積を表している。これを見ると生成断面積は Eγ が 1 GeVより少
し低いところから急速に立ち上がり、Eγ が 1.2 GeVから 1.5 GeV付近までは最大値のままプラ
トーの構造を為し、1.5 GeVより大きくなるにつれ減少していくことがわかる。我々の実験では
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素過程の断面積を最大にする光子のエネルギーEγ の領域から、Eγ=1.5 GeVを選び運動学を設定
している。

図 2.3: γp → K+Λの生成断面積 [6] : 表中 this workは SAPHIRで 1997年から 1998年に測定したデー
タを指す。

• 仮想光子のフラックス
仮想光子のフラックスは実験室系で以下のように書ける。

Γ =
α

2π2Q2

Eγ

1− ϵ

Ee′

Ee
, (2.7)

Eγ = ω +
q2

2mp
. (2.8)

仮想光子生成断面積の散乱電子角度依存性は図 2.4のように前方にピークを持つ。
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図 2.4: 仮想光子生成断面積の電子散乱角度依存性: Ee=1.851 GeV(JLabE01-011 実験)、Ee=2.344

GeV(JLabE05-115実験)、Ee=4.523 GeV(JLab次世代実験)の場合の仮想光子生成断面積をプロットし
た。JLabの過去実験は 2.5章、次世代実験は 3章で説明する。

以上よりハイパー核の収量を最大にするためには、素過程の微分断面積も仮想光子のフラックスも最
大にする領域で測定すべきである。即ちK中間子も散乱電子も可能な限り前方で検出する事が望ましい。

2.2 (e,e′K+)反応の特徴

ここでは (e,e′K+)反応の特徴を (K−, π−), (π+,K+)反応と比較して説明する。表 2.2にそれぞれの反応
の比較をまとめた。表中にあるように (K−, π−)反応には in-flight(K−, π−)と stopped(K−, π−)の２種類
ある。停止した状態のK中間子が原子核に捕獲され、原子核表面の核子と反応するのが stopped(K−, π−)

反応であり、K中間子が運動中に反応するのが in-flight(K−, π−)反応である。

表 2.1: ハイパー核生成反応の典型例の比較
反応 反応の型 生成断面積 ビーム運動量 Λの反跳運動量 Λのスピン

[µb/sr] [GeV/c] [MeV/c] 　
In-flight (K−, π−) n→ Λ 103 0.8 q <100 nonflip

Stopped (K−, π−) n→ Λ 102 0 q =250 nonflip

(π+,K+) n→ Λ 10 1.0 q >300 nonflip

(e,e′K+) p→ Λ 10−1 1.5 q >300 flip/nonflip

• 　反応の型：p→ Λ

この反応では標的中の陽子がΛ粒子もしくはΣ0粒子に変換される。従って、質量が既知であるΛ

やΣ0を測定する事でエネルギーの絶対値校正が可能である。一方 (K−, π−), (π+,K+)反応では中
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性子をΛ粒子に変換する。(e,e′K+)反応では (K−, π−),(π+,K+)反応で生成されるハイパー核の荷
電対称核を生成する事が出来る。(e,e′K+)反応では陽子を Λ粒子に変換するため中性子過剰ハイ
パー核を生成しやすく、とくに軽い核での中性子過剰ハイパー核の研究は YN相互作用の研究に
大きな役割を果たす。

• 　生成断面積：10−1 [µb/sr]

電磁相互作用による反応なのでΛの生成断面積は非常に小さく 10−1 [µb/sr]のオーダーである。強
い相互作用のみによる (K−, π−), (π+,K+)反応での生成断面積と比較すると、2桁から 4桁ほど小
さい。

• 　 Λの反跳運動量：q >300 [MeV/c]

(e,e′K+)反応は吸熱反応であり、運動量移行が大きい。従って、Λが深い軌道に入る事が出来る。
運動量移行の小さい (π+,K+)反応では、原子核中の中性子は軌道を変えずにΛに変わる事が多い。
それに対して運動量移行の大きい反応では元の核子とは違う軌道に Λ粒子が入る事が出来る。

• 　 Λのスピン: flip:nonflip∼1:1

反応を媒介する光子のスピンが 1であるので、スピン反転状態が強く励起され、natural parity状
態と unnatural parity状態が同程度励起される。対して (K−, π−), (π+,K+)反応を媒介するのは主
にスピン 0のメソンであり、non-spin-flip状態が励起されるため natural parity状態が観測される。

• 　入射ビーム : 1次電子ビーム
実験的側面から見ると、大強度の 1次ビームを用いるので薄い標的 (数 100 mg/cm2)の使用が可
能である。これにより標的内でのエネルギー損失の影響を低減させる事が出来、高分解能の測定が
行なえる。また、1次ビームのエネルギーは揃っており、ビーム粒子の運動量測定が不要である。

2.3 (e,e′K+)反応分光実験

(e,e′K+)反応分光実験の概念図を図 2.5に示す。入射電子は仮想光子を介して電磁相互作用により陽
子と反応して散乱され、仮想光子と反応した陽子からは K中間子と Λ粒子が生成される。(e, e′K+)反
応によって生成したハイパー核のミッシングマスMHY P は次式で与えられる。

MHY P =
√

(Ee +Mtarget − Ee′ − EK)2 − (p⃗e − p⃗e′ − p⃗K)2 (2.9)

加速器から供給される入射電子のエネルギーは高い精度 (∆E/E ∼ 10−4)で分かっており、標的の質量
は既知である。散乱電子とK中間子の運動量ベクトルを 2台の磁気スペクトロメーターによって同時計
測する事でハイパー核のミッシングマスが計算できる。
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図 2.5: (e, e′K+)反応分光実験概念図 : 入射電子は仮想光子を介して電磁相互作用により陽子と反応し
て散乱され、仮想光子と反応した陽子からは K中間子とハイパー核が生成される。散乱電子とK中間
子はそれぞれのスペクトロメーターで同時計測する。

2.4 CEBAF加速器

CEBAF加速器 (Continuous Electron Beam Accelerator Facility)は JLabにある連続電子線加速器
で、(e, e′K+)反応を用いたハイパー核分光実験を行なうための以下の条件を全て満たす。

• 大強度の電子ビーム
上述のように電磁相互作用によりハイパー核を生成する (e, e′K+)反応では、生成断面積が (K−, π−)、
(π+,K+)反応に比べ 2桁から 4桁ほど小さい。しかし、K−,rmπ−等の 2次ビームの強度がMHz

オーダーであるのに対し、CEBAFの供給する電子ビームの強度は最大で 85 µAと非常に大きい
ため生成断面積の小ささを補填することが可能である。

• 高い duty factor

(e, e′K+)反応分光実験は散乱電子とK中間子を同時計測する実験である。偶発的同時計測バック
グラウンドの計測率は、各検出器系のバックグラウンド計測率の掛け合わせとなる。強度の強す
ぎるビームがあたるとバックグラウンドは急激に増加し信号雑音比 (S/N)が悪化する。定常的な
ビームを当て続けバックグラウンドを低減することで S/Nの良いデータが得られる。

• ビームスポットサイズが小さい。
データ解析の際、スペクトロメーター検出面での情報は逆輸送行列を用いて標的での情報に変換
する。この逆輸送行列を計算する際、ハイパー核が生成された場所を 1点に仮定する必要がある。
CEBAFの供給する電子ビームのスポットサイズは標的において σ ∼ 100µmと非常に小さく、先
の仮定を問題なく使える。

• ビームエネルギーの広がりが小さい。
高分解能のスペクトロメーターを用意して散乱電子とK中間子の運動量を測定しても、入射ビー
ムエネルギーの広がりが大きいとミッシングマス分解能が悪化する。CEBAFから供給されるビー
ムはエネルギーの広がりが小さく (∆E/E ∼ 10−4)、ビームエネルギーが 4.5 GeVの場合ミッシン
グマス分解能への寄与が 400 keVとなる。これはスペクトロメーターの運動量分解能と同程度で
あり、ミッシングマス分解能を著しく悪化させる要因とはならない。
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図 2.6に CEBAFの概観を示す。CEBAF加速器は南北の 2本のライナックでそれぞれ 1.1 GeVずつ粒
子を加速し、5.5周して最大ビームエネルギーは 12 GeVに達する。表 2.2に CEBAFの主な性能値を
示す。

図 2.6: CEBAF概観 [7] : 南北の 2本のライナックでそれぞれ 1.1 GeVずつ粒子を加速し、最大ビーム
エネルギーは 12 GeVに達する。加速されたビームはHall A,B,Cと新設されたHall Dに供給される。

表 2.2: CEBAFの主な性能値 [8]

Maximum beam energy 12[GeV]

Maximum beam intensity 85[µA]

Beam emittance 2 [µm·mrad]

Beam energy spread(∆E/E) 1× 10−4(FWHM)

Beam bunch interval 2 ns

2.5 (e,e′K+)反応を用いたハイパー核分光の過去実験

(e, e′K+)反応を用いたハイパー核分光実験は JLabのHall AとHall Cでこれまで 4度行なわれた。

2.5.1 E89-009実験 (JLab第一世代実験)

2000年に JLab Hall Cで行なわれた (e, e′K+)反応分光実験の原理実証実験である。図 2.7に示すよう
に、散乱電子とK中間子は標的直後の Splitting磁石で電荷により振り分けられる。散乱電子は ENGE

スペクトロメーター、K中間子は SOS(Short Orbit Spectrometer)で検出される。測定された標的は
Li,natC,CHxであった。表 2.3にこの実験での主なパラメータを示す。
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表 2.3: E89-009実験の主なパラメータ [9]

エネルギー 1.864[GeV]

ビームカレント < 2[µA]

仮想光子エネルギー 1.1∼1.6[GeV]

散乱電子側
(スペクトロメーター : ENGE)

中心検出角度 0°
中心運動量 0.283[GeV/c]

運動量分解能 (∆p/p) 5×10−4

立体角 1.6[msr]

K中間子側
(スペクトロメーター : SOS)

中心検出角度 0°
中心運動量 1.2[GeV/c]

運動量分解能 (∆p/p) 5×10−4

立体角 7.5[msr]

図 2.7: E89-009実験セットアップ [10] : Ee=1.864 GeVの電子ビームが標的に入射し (e, e′K+)反応を
起こす。粒子は Splitting 磁石で振り分けられ散乱電子は ENGE、K中間子は SOSで検出される。
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図 2.8: E89-009実験で測定した 12
Λ Bの Λ束縛エネルギー [10] : 着色されたヒストグラムはアクシデン

タルバックグラウンドを表し、曲線は理論計算の結果を表す。

この実験で測定した 12
Λ BのΛ束縛エネルギーを図 2.8に示す [10]。12

Λ Bの束縛エネルギーは 11.4± 0.5 MeV

であった。ミッシングマス分解能は∼900 keV(FWHM)で、反応分光実験の分解能として初めて 1MeV

をきる高分解能を達成した。この実験により (e, e′K+)反応による分光実験が可能である事が実証された。

2.5.2 E01-011実験 (JLab第二世代実験)

E89-009実験では、散乱電子スペクトロメーターに飛来する大量のバックグラウンド電子のため S/N

が悪化した。E01-011実験では tilt法という新しい手法を用いて S/Nの改善をはかった。tilt法に関して
は 2.5.3章で詳細を説明する。K中間子側には High resolution Kaon Spectrometer(HKS)を新設した。
K中間子の粒子識別にはエアロジェルチェレンコフ検出器 (AC)、水チェレンコフ検出器 (WC)を用い
た。ドリフトチェンバー (DC)により粒子の飛跡を検出した。表 2.4に E01-011実験の主なパラメータ、
図 2.9に実験セットアップを示す。HKSは 2台の四重極磁石 (Q)と双極磁石 (D)で構成される常伝導の
スペクトロメーターである。
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表 2.4: E01-011実験の主なパラメータ [11]

エネルギー 1.851[GeV]

ビームカレント 30[µA]

仮想光子エネルギー 1.535[GeV]

散乱電子側
(スペクトロメーター : ENGE)

中心検出角度 4.5°
中心運動量 0.351[GeV/c]

運動量分解能 (∆p/p) 5×10−4

立体角 5.6 msr

K中間子側
(スペクトロメーター : HKS)

中心検出角度 7°
中心運動量 1.2[GeV/c]

運動量分解能 (∆p/p) 2×10−4

立体角 16[msr]

図 2.9: E01-011実験セットアップ [11] : Ee=1.85 GeVの電子ビームが標的に入射し (e, e′K+)反応を起
こす。粒子は Splitter磁石で振り分けられ散乱電子は ENGE、K中間子は新設された HKSで検出され
る。K中間子の粒子識別にはAC、WCを用いた。DCにより粒子の飛跡を検出した。
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2.5.3 E05-115実験 (JLab第三世代実験)

2009年に行なわれた E05-115実験では、散乱電子側に新たに High resolution Electron Spectrome-

ter(HES)が導入され、A=1∼52の中重質量数領域でのハイパー核分光が行なわれた。用いた標的を表
2.5に示す。表 2.6に実験の主なパラメータ、図 2.10に実験のセットアップを示す。

表 2.5: E05-115実験で測定された標的
標的 CH2 H2O

7Li 9Be 10B 12C 52Cr

厚さ [mg/cm2] 450.8 500.0 208.0 188.1 56.1 87.5 134.0 , 154.0

表 2.6: E05-115実験の主なパラメータ [12]

エネルギー 2.344[GeV]

ビームカレント < 50[µA]

仮想光子エネルギー 1.5[GeV]

散乱電子側
(スペクトロメーター : HES)

中心運動量 0.844[GeV/c]

運動量分解能 (∆p/p) 2×10−4

立体角 (with Splitter Magnet) 8.5[msr]

K中間子側
(スペクトロメーター : HKS)

中心運動量 1.2[GeV/c]

運動量分解能 (∆p/p) 2×10−4

立体角 (with Splitter Magnet) 7[msr]

図 2.10: E05実験セットアップ [12] : Ee=2.344 GeVの電子ビームが標的に入射し (e, e′K+)反応を起こ
す。粒子は Splitter磁石で振り分けられ散乱電子は新設した HES、K中間子は HKSで検出される。K

中間子の粒子識別にはAC、WCを用いた。DCにより粒子の飛跡を検出した。
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図 2.11にE05-115実験で測定した 12
Λ BのΛ束縛エネルギー、図 2.5.3に 52

Λ VのΛ束縛エネルギーを示
す [12]。12

Λ Bの基底状態の Λの束縛エネルギーはBΛ = 11.380± 0.020 MeVであった [13]。

図 2.11: E05-115実験で得た 12
Λ Bの Λ束縛エネル

ギー [13]

図 2.12: E05-115実験で得た 52
Λ Vの Λ束縛エネル

ギー [12]

tilt法

tilt法は散乱電子側スペクトロメーターへ混入する大量のバックグラウンドを低減するためにE01-011

実験、E05-115実験で導入された方法である。tilt法とは、図 2.13に示すようにスペクトロメーターを
水平面からある角度傾けて設置し、バックグラウンドが多くなる 0度付近の領域をスペクトロメーター
のヨークでブロックし、アクセプタンスに入らないようにする方法である。図 2.5.3は E05-115実験で
HESを tiltさせている様子であり、この時の tilt角は 6.5°であった。

図 2.13: tilt法の概念図
図 2.14: E05-115実験で散乱電子側HESを tiltさせ
ている様子 [14]
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図 2.15は E05-115実験での、標的における電子の角度分布を表す。緑で示された制動放射起因のバッ
クグラウンド電子と青で示されたメラー散乱によるバックグラウンド電子が前方領域に集中している。
tilt法によりHESのアクセプタンスは前方領域を避け図 2.15の赤枠で示された領域となる。この領域で
はバックグラウンド電子が圧倒的に少ない。

図 2.15: 標的における電子の角度分布 (E05-115実験)[14] : 赤は仮想光子起因、青はメラー散乱起因、緑
は制動放射起因の電子を表す。

2.5.4 E94-107実験 (JLab Hall A実験)

我々東北大が進めてきた Hall C コラボレーションとは別にイタリアグループを中心とする国際コ
ラボレーションにより JLab Hall Aでも (e,e′K+)反応分光実験が行われた。E94-107実験は 2004年
から 2005年にかけて Jefferson Lab Hall A Collaborationがデータ収集を行った実験である。標的は
7Li,9Be,12C,H2Oが用いられた。表 2.7に実験の主なパラメータ、図 2.16に実験のセットアップを示す。
Hall Cでの (e,e′K+)反応分光実験よりも入射電子のエネルギーが大きい。Hall Cのセットアップでは
標的直後に 1台の Splitter磁石を設置し、散乱電子とK中間子を振り分けていた。それに対し、Hall A

のセットアップでは標的直後に 1対のセプタム磁石を設置し、バックグラウンドの多くなる前方領域を
避けて測定を行った。粒子識別にはRICH(Ring Imaging CHerenkov detecter)が導入された。
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表 2.7: E94-107実験の主なパラメータ [15]

エネルギー 3.77 GeV,3.96 GeV

ビームカレント 1 µA

仮想光子エネルギー 2.2 GeV

散乱電子側
(スペクトロメーター : HRS(electron arm))

中心検出角度 6°
中心運動量 1.45 GeV/c

運動量分解能 (∆p/p) 2×10−4

立体角 6 msr

K中間子側
(スペクトロメーター : HRS(hadron arm))

中心検出角度 6°
中心運動量 1.96 GeV/c

運動量分解能 (∆p/p) 2×10−4

立体角 6 msr

図 2.16: E097-107実験セットアップ [15]

図は E94-107実験で観測された 12
Λ Bのスペクトラムである [16]。また表 2.8にフィットによって得ら

れた 12
Λ Bのレベルと断面積の実験値を載せる。基底状態のピークに関して S/

√
S + Nが 19.7というバッ

クグラウンドの少ないスペクトラムが得られた。
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図 2.17: E097-107実験で得た 12
Λ Bの束縛エネルギー [16]

表 2.8: 12
Λ Bのレベルと断面積の実験値 [16]

Position Width(FWHM) SNR Cross Section

[MeV] [MeV] (=S/
√
S + N) [nb/sr2/GeV]

0.0±0.03 1.15±0.18 19.7 4.48±0.29(st)±0.63(sys)

2.65±0.10 0.95±0.43 7.0 0.75±0.16(st)±0.15(sys)

5.92±0.13 1.13±0.29 5.3 0.45±0.13(st)±0.09(sys)

9.54±0.16 0.93±0.46 4.4 0.63±0.20(st)±0.13(sys)

10.93±0.03 0.67±0.15 20.0 3.42±0.50(st)±0.55(sys)

12.36±0.13 1.58±0.29 7.3 1.19±0.36(st)±0.35(sys)

以上これまで JLabで行われてきた (e,e′K+)反応分光実験をふまえて、Hall Aコラボレーションと
Hall Cコラボレーションが共同で次世代の (e,e′K+)反応分光実験を計画している。次世代実験のセット
アップは、バックグラウンドを低減するためHall Aで行ったE94-107実験のセットアップのように標的
直後に 1対のセプタム磁石を設置する。散乱電子の検出には E94-107実験同様 HRSを用い、K中間子
の検出にはHall Cの E01-011実験、E05-115実験で用いたHKSを使用する。次世代実験の詳細は 3章
で述べる。
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第3章 次世代実験の概要

これまで (e,e′K+)反応分光実験では、中重質量数領域のハイパー核が測定されてきた。2009年に行
われた E05-115実験では、A=1∼52の標的を用いてハイパー核の計測を行った。我々は研究をさらに大
きな質量数領域へ展開し A=208までのハイパー核測定を計画している。質量数領域が拡張される事で
より幅広い物理の解明へと繋がる事が期待される。この章では現在計画している JLab次世代実験の概
要を説明する。次世代実験の目的、過去実験での課題点と改善法、次世代実験のセットアップの概要を
説明する。

3.1 実験目的

• K中間子生成の素過程の研究
K中間子生成の素過程の生成断面積に関しては 2章でも触れたようにCLAS、SAPHIR、LEPS等
で測定が行なわれている。しかし、前方領域即ち重心系での仮想光子とK中間子のなす角 θγK+が
20°以下の領域のデータは少ない。我々が行なう JLabでの (e,e′K+)反応分光実験ではこの領域
のデータを測定する事が出来る。素過程の微分断面積のデータは理論モデルを構築する上でイン
プットとなる情報であり、これを精度よく測定する事は非常に有意義である。

• 荷電対称性の破れの研究
Λ N相互作用の非常に興味深い謎として荷電対称性の破れ (Charge Symmetry Breaking:CSB)

が挙げられる。 核力を考える場合、陽子と中性子は同等であると考えられている。しかし A=4

体系即ち 4
ΛH(pnnΛ)と

4
ΛHe(ppnΛ)の Λ束縛エネルギーの間にはクーロン相互作用のみでは説

明できないほどの差がある。これは Λ粒子と陽子、 中性子の間の相互作用に違いがあること、
即ち CSBがある事を示している。これまで CSBを示唆する A=4体系のデータとして参照され
ていたのは古いデータであった。4

ΛH(0
+), 4

ΛHe(0+) は過去のエマルジョン実験によりそれぞれ
BΛ(

4
ΛH(0

+))=2.04±0.04 MeV, BΛ(
4
ΛHe(0+))=2.39±0.03 MeVと測定されていた [17]。2012年に

マインツ大学で行われた崩壊 π−分光実験では BΛ(
4
ΛH(0+))=2.12±0.01(stat)±0.09(syst) MeVと

測定され従来の測定データと大きく食い違うことがない事が分かった [18]。さらに2015年にJ-PARC

にて行われたGe検出器を用いたガンマ線分光実験では 4
ΛHe(0+)と 4

ΛHe(1+)の間隔の測定が行わ
れ、そのレベル間隔は 1.406±0.002(stat)±0.002(syst) MeVと測定された [19]。一方 4

ΛHのガンマ線
はNaI検出器を用いてこれまで 3度測定された (Eγ=1.09±0.03 MeV[20], Eγ=1.04±0.04 MeV[21],

Eγ=1.114±0.030 MeV[22])。しかし、NaI検出器のエネルギー分解能はGe検出器のエネルギー分
解能より 1桁悪い。現在BΛ(

4
ΛH(1

+))の値はBΛ(
4
ΛH(0

+))と、このNaI検出器で測定されたEγを
組み合わせた値のみが分かっている。そこで、エネルギーの絶対値校正が可能な (e,e′K+)実験に
より BΛ(

4
ΛH(1

+))そのものを測定することで、A=4体系での CSBの有無について強い制限がか
けられる。
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図 3.1: 4
ΛH,

4
ΛHeのレベルスキーム : 4

ΛH(0
+), 4

ΛHe(0
+)の Λ束縛エネルギー BΛ は過去のエマルジョ

ン実験によるデータを示した [17]。 4
ΛH(0

+)と 4
ΛH(1

+)間の Eγ は [20]∼[22]のデータの平均を示した。
4
ΛHe(0

+)と 4
ΛHe(1

+)間の Eγ は Ge検出器で測定したデータを示した [19]。次世代 (e,e′K+)実験では
BΛ(

4
ΛH(1

+))を直接測定することを計画している。

• nΛ,nnΛの束縛状態の探索
もし nnΛが束縛すれば、それは 3

Λnという電荷 0のハイパー核である。電荷を持たない事に加えて
Λハイペロンからのバックグラウンドとの区別が難しい事もあり、これまでのエマルジョンや泡箱
での観測は困難であった。従来の理論では nnΛの状態は束縛しない事が予言される。しかし最近
ドイツのGSIにおいて nnΛの束縛状態を観測したとの報告があった [35]。非常に興味深い結果で
あるがこの結果はまだ広く認められるほど確定的であるとは言えず、さらなる実験データが待ち
望まれている。(e,e′K+)反応分光実験を用いれば、nnΛの束縛状態の有無に関してGSIとは異な
る実験手法での新しいデータを与える事が可能である。即ち 2H(e,e′K+)[nΛ]と 3H(e,e′K+)[nnΛ]

の反応によって nΛ、nnΛが束縛するかどうかを直接観測する事が出来る。原子核中の陽子をΛ粒
子に変換する (e,e′K+)反応だからこそ出来る実験である。

• アイソスピン依存性
3体のハイペロン-核子間相互作用はアイソスピン依存性を持つ。しかし、現在ΛnpとΛnnの相互
作用の非対称を明確に決定するための実験データは少ない。40Ca(e,e′K+)40Λ Kと 48Ca(e,e′K+)48Λ K

によって作られる 2種のハイパー核の束縛エネルギーを測定、比較する事で 3体のハイペロン-核
子間相互作用にアイソスピンの非対称性からの寄与がどれほどかの情報が得られる。

• 束縛エネルギーの質量数依存性
バリオン間相互作用はメソン交換描像に基づいてポテンシャルが構築されている。最近ではそれに
さらにNNN,NNΛなどの 3体、4体の斥力の効果を加味したモデル (MPa)が提案されている [23]。
Λの束縛エネルギーBΛは質量数Aに依存する。BΛに対する 3体、4体の斥力の寄与がどれだけ
存在し、どのような A依存性を示すかは実験データと理論計算を比較して議論する必要がある。
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これまで Λの束縛エネルギーの質量数 A依存性は (π+,K+)反応分光実験により研究されてきた
が、ハイパー核基底状態の分解能は 1.5 MeVより大きく、そのためBΛの精度も 0.1 MeVより悪
い。さらに、BΛの絶対値に大きな系統誤差があると考えられる。3体、4体の斥力の効果を見る
には不十分である。従って、分解能 1 MeV以下を達成し、BΛの絶対値校正も可能な (e,e′K+)反
応分光実験を用いて測定する必要がある。通常の原子核の密度では 3体、4体の斥力 (Mpa)の効
果は小さいが、高密度下で大きな効果を持つ事が予想されている。これを調べる事で高密度下で
のバリオン間相互作用の振る舞いが分かり、中性子星の内部で何が起きているかなどの謎の解明
に繋がる事が期待される。

3.2 実験セットアップ

3.2.1 信号雑音比の改善

E05-115実験で課題となったのは前方へ放出される大量のバックグラウンド電子である。バックグラ
ウンド電子は制動放射に起因するものとメラー散乱に起因するものがある。制動放射とは荷電粒子が標
的中の原子核と電磁相互作用をし、加速度を受けた場合に光子を放出する現象である。メラー散乱は 2

つの電子が衝突し再び 2つの電子となって散乱される現象である。入射電子が制動放射を起こし散乱さ
れる、もしくはメラー散乱をして散乱電子系検出器へ混入した場合、これはバックグラウンドとなる。
クーロン力による制動放射の微分断面積はおおよそ陽子数 Zの約 2乗に比例する。従って、実験に用

いる標的が重い、即ち Zが大きければ大きいほどこの制動放射起因のバックグラウンド電子が急激に増
加することが予想される。制動放射の微分断面積は以下の式に従う [24]。

d2σb
dΩkdk

=
2α3E2

e

πkm4
e

(b1(Z
2 + Z) + b2(X − 2Z2f((αZ)2))) (3.1)

b1 =
2y − 2

(l + 1)2
+

12l(1− y)

(1 + l)4
(3.2)

b2 =
2− 2y + y2

(1 + l)2
− 4l(1− y)

(1 + l)4
(3.3)

kは光子のエネルギーであり、式中の各項は以下で定義される。

l =
θ2kE

2
e

m2
e

(θk :光子の角度), (3.4)

y =
k

Ee
< 1, (3.5)

f(z) = 1.202z − 1.0369z2 +
1.008z3

1 + z
, (3.6)

X = Z2[ln
a2m2

e(1 + l)2

a2t′min + 1
− 1] + Z[ln

a′2me(1 + l)2

a2t′min + 1
− 1], (3.7)

a =
184.15(2.718)−1/2Z−1/3

me
, (3.8)

a′ =
1194(2.718)−1/2Z−2/3

me
, (3.9)

t′min = [
km2

e(1 + l)

2Ee(Ee − k)
]2. (3.10)
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上式により計算した制動放射反応断面積の角度分布を図 3.2に示す。縦軸は微分断面積、横軸は電子
の散乱角度を表す。入射電子のエネルギーは次世代実験で用いるEe=4520 MeVに固定し、標的は 12C、
40Ca、208Pbの 3つについて計算を行った。標的の陽子数 Zが大きくなるほど制動放射の微分断面積が
増加することが分かる。またいずれの場合も微分断面積は前方にピークを持つ。2.1章で示したように仮
想光子の生成断面積も前方にピークを持つ。仮想光子の生成断面積が最大になる前方領域で測定を行な
うことが望ましいが、同時にバックグラウンドも非常に多くなるため SNが悪化する。そこで E01-011、
E05-115実験ではスペクトロメーターを傾けて設置する tilt法によりバックグラウンドの多い超前方領
域を避けて測定を行なっていた。それでもやはりCrなど重い標的での測定ではバックグラウンドが非常
に多くなってしまった。さらに重い領域まで測定する次世代実験では改善策が必要である。そこで入射
電子のエネルギーを引き上げることを考える。制動放射起因の電子は入射電子のエネルギーが増加すれ
ば増加するほどより前方に集中して放出される。図 3.3に制動放射微分断面積の入射エネルギー依存性
を示す。標的は炭素標的を仮定し、入射電子のエネルギーはE01-011実験でのEe=1850 MeV、E05-115

実験での Ee=2340 MeV、次世代実験での Ee=4520 MeVの 3通りで計算した。これを見ると入射電子
エネルギーが最大の Ee=4520 MeVの場合散乱電子が最も前方に集中している事が分かる。入射電子の
エネルギーを引き上げ、バックグラウンド電子をより前方に集中させた上で、前方を避けて測定するこ
とで S/Nの改善をはかる。

図 3.2: 制動放射の微分断面積の角度分布 (標的に
よる違い) : 制動放射反応微分断面積は電子の散
乱角度前方にピークをもつ。入射電子エネルギー
Ee=4.523 GeV、散乱電子運動量 Pe′=3.03 GeV/c

に固定し、標的として 12C、40Ca、208Pbを仮定し
た場合の微分断面積の分布を示した。Zが大きくな
るほど断面積が大きくなる事が分かる。

図 3.3: 制動放射微分断面積の角度分布 (入射電子エネ
ルギーEeによる違い) : Ee=1851 MeVがE01-011実
験、Ee=2344 MeVがE05-115実験、Ee=4523 MeV

が次世代実験に対応し、それぞれの微分断面積の分
布を示した。Eeが大きいほど分布は前方に集中する
事が分かる。

一方、メラー散乱によるバックグラウンドは制動放射起因の電子に比べ圧倒的に前方に集中しており、
前方領域を測定しない次世代実験セットアップではスペクトロメーターのアクセプタンスに入らない事
が分かっている [25]。
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3.2.2 セットアップ概要

実験セットアップの概要を図 3.4に示す。3.2.1章で述べたようにバックグラウンド電子は入射ビーム
エネルギーが増加すれば増加するほど前方に集中して放出される。次世代実験でのビームエネルギーは
4.523 GeVと前回実験の 2.3 GeVの約 2倍に引き上げる。反応の運動学パラメータは表 3.1のようで
ある。

表 3.1: 運動学パラメータ
ビームエネルギー 4.523[GeV]

K中間子中心運動量　 1.2[GeV/c]

K中間子中心軌道角度　 16°
散乱電子中心運動量　 3.03[GeV/c]

散乱電子中心軌道角度　 7°

次世代実験では図 3.4に示すように標的直後に 2台のセプタム磁石を設置する。超前方領域に放出さ
れる粒子はセプタム磁石で曲げられる事無く直進しビームダンプに捨てられる。このようなセットアッ
プにする事で前方のバックグラウンドが各検出器系に混入する事を避ける。

図 3.4: 次世代実験セットアップ : 4.5 GeVcの電子が標的に入射する。標的直後に 2台のセプタム磁石
を設置し、前方領域に放出される粒子はそのままビームダンプに捨てる。入射ビームエネルギーを引き
上げて前方に集中したバックグラウンドを避けて測定を行う事で S/Nの向上をはかる。3.03 GeV/cの
散乱電子はHRS、1.2 GeV/cのK中間子はHKSを用いて同時測定する。
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3.2.3 標的

使用する標的の一覧を表 3.2に示す。1H,2H,3He,4Heに関しては気体標的と液体標的の 2通りを検討
している。いずれの場合も 1Hがキャリブレーション用標的となる。3He,12C標的はこれまでに測定され
た 3

ΛH,12Λ Bのデータと比較するためのリファレンスデータの取得のため測定を行う。

表 3.2: 標的一覧
実験目的 標的
キャリブレーション CH2(固体)、1H(気体、液体)

リファレンス 3He,12C

荷電対称性の破れの研究 4He

nΛ,nnΛの束縛状態の探索 2H,3H

アイソスピン依存性 40Ca,48Ca

束縛エネルギーの質量数依存性 89Y,208Pb, 他全標的
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• ラスター
CEBAF加速器からのビームは非常に強度が大きくビームスポットサイズも小さいため、鉛標的の
ような融点の低い標的では標的が溶けるのを防ぐためにビームの入射位置を振って入射する。こ
れをラスターと呼ぶ。図 3.5にラスターの概念図を示した。ラスターは標的より上流の双極磁石に
流す電流を変化させる事で、ビームの水平方向 (x)、鉛直方向 (y)の位置を操作する。図 3.5に示
した矢印のようにビームの入射位置が変化する。図 3.6は E05-115実験で用いた CH2標的の様子
である。1.6x mm×4.9y mmの領域でビームをラスターしており、ラスター領域が黒く炭化してい
る事が分かる。ラスター領域で標的が炭化しきってしまうと、標的をずらし、まだビームを当て
ていない領域で測定を続けた。図 3.6を見ると標的に炭化している領域が複数ある事が分かる。

図 3.5: ビームラスター概念図 図 3.6: ビームを当てる前後の CH2標的の様子 [12]

• 標的形状
気体標的は図 3.7に示すようなシガレット型の容器に気体を封入したものを設置する。容器は Al

製で entrance wallが 0.25 mm、exit wallが 0.275 mm、ビーム方向の長さが 250 mmの細長い筒
状のものである。JLab Hall Aで行われたMARATHON実験 (E12-06-118[26])で使用されていた
ものと同形を想定する。Alの entrance wallと exit wallの厚さは合計で 141.8 mg/cm2である。

図 3.7: 気体標的セル
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表 3.3に示すように 3H標的以外は液体標的を使用する事も可能である。液体標的の場合は entrance

wallが 0.125 mm、exit wallが 0.125 mm缶詰型の容器を考える。合計のwallの厚さは 67.5 mg/cm2

である。表 3.3に各標的の厚さ、標的と容器の厚さの比を示す。

表 3.3: 標的厚さ、標的と容器の厚さの比
wall(Al) 1H 2H 3H 3He 4He

気体標的
物質量 [mg/cm2] 141.8 30 60 89 42 58

ratio(=target/wall) - 0.21 0.42 0.63 0.30 0.40

液体標的
密度 [mg/cm3] 2700 70.8 169 - 59 124.9

厚さ [cm] 0.025 3.94 3.81 - 4.64 4.18

物質量 [mg/cm2] 67.5 279 645 - 274 523

ratio(=target/wall) - 4.1 9.6 - 4.1 7.7

3.2.4 散乱電子側スペクトロメーター (HRS)

次世代実験では入射ビームエネルギーを引き上げるが、仮想光子のエネルギーは K中間子生成断面
積が最大となる Eγ=1.5 GeVに固定するため、散乱電子の運動量が増加する事になる。次世代実験にお
ける散乱電子の中心運動量は 3.03 GeV/cである。E05-115実験で使用したHESスペクトロメーターは
測定可能な運動量が∼1 GeV/cであるため、この運動量の電子を測定できない。従って次世代実験では
3.03 GeV/c電子を相対運動量分解能 1×10−4で測定可能な JLab Hall Aに常設の超伝導スペクトロメー
ターHRS(High Resolution Spectrometer)を使用する。HRSを使用するにあたり実験はHall Aで行う。
表 3.4にHRSの主なパラメータ、図 3.8にHRSのレイアウトを示す。HRSの詳細は 4章で説明する。

表 3.4: HRSパラメータ [28]

Configration QQDnQ vertical bend

Bending angle 45°
Optical length 23.4[m]

Momentum range 0.3-4.0[GeV/c]

Momentum acceptance ±4.5%

Momentum resolution(∆p/p) 1×10−4

Dispersion at the focus 12.4[cm/%]

Angular range 12.5 - 150°
Angular acceptance(Horizontal) ±30[mrad]

Angular acceptance(Vertical) ±60[mrad]

Angular resolution(Horizontal) 0.5[mrad]

Angular resolution(Vertical) 1.0[mrad]

Solid Angle 6[msr]
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図 3.8: HRSレイアウト [28] : 図中Q1,2,3は四重極磁石、Dipoleは双極磁石を表し、それぞれ実効的な
磁場境界で描かれている。

3.2.5 K中間子側スペクトロメーター (HKS)

2.1章で述べたように、仮想光子の反応断面積が最大になるような光子のエネルギーは 1.5 GeVであ
る。このときK中間子の中心運動量は 1.2 GeV/cである。K中間子測定系のスペクトロメーターとして
E05-115実験でも使用したHKS(High Resolution Spectrometer)を引き続き使用する。これは東北大グ
ループが設計・製作した常伝導スペクトロメーターで、1.2 GeV/cのK中間子を測定するのに最適化さ
れている。表 3.5に HKSの主なパラメータを示す。HKSの概要図は図 2.9、図 2.10に示した通りであ
り、QQDで構成される常伝導スペクトロメーターである。

表 3.5: HKSパラメータ
Configration QQD horizontal bend

Bending angle 70°
Focal Plane distance from the target 8.35[m]

Maximum central momentum 1.2[GeV/c]

Momentum acceptance ±12.5[%]

Momentum resolution(∆p/p) 2×10−4

Dispersion at the focus 3.6[cm/%]

Angular acceptance(Horizontal) ±100[mrad]

Angular acceptance(Vertical) ±75[mrad]

Solid Angle(with septum) 8.5[msr]
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第4章 散乱電子側シミュレーションコードの構築

次世代実験でのハイパー核の収量や分解能の見積もりはモンテカルロシミュレーションによって求め
る。散乱電子側のシミュレーションコードを構築し、作成したコードがスペクトロメーターのデザイン
値を正しく再現するか確認した。

4.1 セプタム磁石

セプタム磁石 (SEPTUM)は 2台の双極磁石で、次世代実験では標的直後に設置する。(e,e′K+)反応
分光実験で測定すべき散乱電子、K中間子は前方へ放出されるため、スペクトロメータは前方に設置す
るのが理想的だが、ビームラインとの物理的干渉があるためそれは困難である。従って標的直後に設置
した双極磁石によって粒子の軌道を変え、スペクトロメーターとビームラインとの干渉を避ける。バッ
クグラウンドの多い前方領域の計測を避けるため、双極磁石を 2台用意し散乱電子側、K中間子側でそ
れぞれ粒子の軌道を変える。
散乱電子側のセプタム磁石の磁場を大まかに見積もる。ビームラインとの干渉を避けるため、HRSと

ビームラインの間の角度は最低でも 12.5°必要である。次世代実験で想定している散乱電子の中心軌道
角度は 7°であるのでセプタム磁石によって、この角度をさらに 5.5°曲げる必要がある。また、セプタ
ム磁石を設計する際気を付けるべきなのは HRSのアクセプタンスを制限しない事、標的と初段の四重
極磁石の間に設置可能な大きさである事、さらに超伝導磁石か常伝導磁石かという事である。まず、セ
プタム磁石の大まかな中心磁場の値は次式で計算できる。

p = 0.3qBr

ここで、pは粒子の運動量 [GeV/c]、qは粒子の電荷、Bは磁束密度 [T]、rは曲率半径 [m]である。図
4.1に示すように磁極の長さを 0.74 mと仮定し、粒子の回転角度を 5.5°に設定する。この時、回転半
径 r=7.72 mである。上式を用いると中心磁場の強さは |B|＝ 1.3 Tと計算できる。シミュレーション
内でセプタム磁石は標的から 0.8 m、セプタム磁石とQ1磁石までの距離が 0.86 mの地点に置かれてい
る。間口の大きさは 0.3 mx×0.3 my で、この間口によってHRS磁石のアクセプタンスが制限される事
は無い。
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図 4.1: 散乱電子側セプタム磁石概要 : 中心運動量 3.03 GeV/cの散乱電子の軌道を 5.5°曲げるために
は、中心磁場の強さは |B|＝ 1.3 T必要である。

4.2 HRS(High Resolution Spectrometer)

HRSは JLab Hall Aに常設の vertical bendの超伝導スペクトロメーターである。4 GeV/cまでの運
動量の粒子を∆p/p = 1×10−4(FWHM)の精度で測定できる。HRSの磁石系は 3つの四重極磁石（以下
Q1、Q2、Q3と明記）と 1つの双極磁石によって構成され、QQDQの並びで置かれている。基本的なレ
イアウトは図 3.8に示した通りである。

4.2.1 四重極磁石

HRSスペクトロメーターには 3台の四重極磁石が用いられている。双極磁石の前段のQ1、Q2磁石は
粒子の収束を目的に、双極磁石後段のQ3磁石は水平方向の位置・角度分解能の向上を目的に設置され
ている。Q2とQ3は同一の磁石である。Q1は水平方向の収束、Q2・Q3は鉛直方向の収束の効果を持
つ。表 4.1に四重極磁石の主なパラメータを記す。

表 4.1: 四重極磁石の主なパラメータ [28]

Q1 Q2/Q3

bore radius[mm] 300 600

Magnetic length[mm] 948 1800

Field gradient[m/T] 8.31 3.5

Max. operating current[A] 3250 1850
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シミュレーションコード内で四重極磁石の磁場は以下の加藤公式 [29]を用いて計算した。

Bx = g · [yH(s)− y3 + 3x2y

12G2

d2H(s)

ds2
], (4.1)

By = g · [xH(s)− x3 + 3y2x

12G2

d2H(s)

ds2
], (4.2)

Bz = g · xy
G

dH(s)

ds
, (4.3)

s = z/G, (4.4)

H(s) = (1 + exp(C0 + C1s+ C2s
2 + C3s

3))−1, (4.5)

C0 = −0.9842, C1 = 6.3375, C2 = −3.5134, C3 = 0.9895. (4.6)

ここで、Gはボア半径、gは磁場勾配である。z方向は粒子の進行方向であり、式中の zはヨーク部分か
らの距離を示す。粒子がQ磁石内の最も外側の軌道を通る、即ち r =

√
x2 + y2 =bore radiusとなるよ

うに粒子を入射した。このとき粒子の感じる磁場の強さ |B|は図 4.2、図 4.3のようになる。フリンジの
効果を含めたQ1、Q2の磁場が計算できている事が分かる。

図 4.2: Q1磁石の磁場 : 粒子がQ1磁石内の最も
外側の軌道を通る時に感じる磁場。横軸は磁石の
中心をビーム進行方向 (z)の原点にとった場合の
磁石中心からの距離を表し、縦軸は磁場の強さを
表す。磁場は加藤公式 (4.1)∼(4.6)を用いて計算
した。

図 4.3: Q2磁石の磁場 : 粒子がQ2磁石内の最も
外側の軌道を通る時に感じる磁場。横軸は磁石の
中心をビーム進行方向 (z)の原点にとった場合の
磁石中心からの距離を表し、縦軸は磁場の強さを
表す。磁場は加藤公式 (4.1) ∼ (4.6)を用いて計
算した。

4.2.2 双極磁石

HRSスペクトロメーターに用いられている双極磁石は Index Dipoleと呼ばれるもので、ポール間の
ギャップの大きさが内側と外側で異なった形状をしている。図 4.4に双極磁石の断面図を示す。粒子が中
心軌道を通るときのポール間のギャップは 250 mm。中心軌道からのずれ∆ρの増加に伴いポール間の
ギャップは減少し、最小で 230 mmとなる。反対に∆ρが減少すると伴いポール間のギャップは増加し、
最大で 270 mmとなる。
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図 4.4: 双極磁石断面 : 紙面表から裏の方向が粒子の進行方向 (z)である。粒子が中心軌道を通るとき
のポール間のギャップは 250 mm。中心軌道の回転半径からのずれ∆ρの増加に伴いポール間のギャップ
は減少し、最小で 230 mmとなる。反対に∆ρが減少すると伴いポール間のギャップは増加し、最大で
270 mmとなる。図にはポールの周りに巻かれたコイルも示した。その断面は 40 mm ×155 mmである。

粒子の感じる磁場は中心軌道からのずれ∆ρに依存していて次の式に従う。

B =
B0

1 + n∆ρ/ρ0
(4.7)

ここでB0は中心磁場の強さ、ρ0は中心軌道の回転半径、∆ρは中心軌道の回転半径からのずれを表す。
nは field indexと呼ばれ、中心軌道からずれたときにどれだけ磁場の強さが変化するかに対応する値で
ある。表 4.2に双極磁石の主なパラメーターを示す。

表 4.2: 双極磁石の主なパラメータ [28]

Field index -1.25

Maximum field[T] 1.7

Bend radius(ρ0)[m] 8.40

Bend angle 45°
Effective length[m] 5.597

Central gap[m] 0.25

Coil cross Section[mm2] 40×155

Coil current[A/mm2] 35.4
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4.3 TOSCAによる3次元磁場計算

双極磁石の作る磁場をVector Field社のTOSCA(有限要素法を用いた磁場計算ソフト)を用いて計算
した。

1. 3Dモデルの作成
TOSCAで磁場を計算する際に必要になる磁石の 3DモデルをAutodesk社の Inventorと呼ばれる
3D CADソフトを用いて作成した。双極磁石は図 4.4に示した中心平面 (mid-plane)に対して対称
である。TOSCAでの計算の際にモデルを複製、反転という操作が可能なので、mid-planeを中心
に片側のみモデル化した。図 4.5は Inventorで作成したポールとヨークの 3Dモデルである。コイ
ルは図 4.6に示すように TOSCA内でモデリングした。

図 4.5: Dipole model : Inventorで作成した双極磁石の３Dモデル

2. 3次元磁場計算に用いる値の設定　
磁場計算を行うにあたり磁場計算に必要な値を設定する。TOSCA内では磁石の鉄や粒子の通る空
間といった構成要素をメッシュに区切りマクスウェル方程式を解いて磁場を計算する。この双極磁
石の計算においては構成要素は POLE, YOKE, COIL, AIR, BGの全部で 5つ用意した。POLE,

YOKE, COILは図 4.6に示すようにそれぞれ磁石のヨーク部分、ポール部分、コイルを指す。ま
た、AIRは上下のYOKE間の粒子が通過する空間を指し、BGは POLE, YOKE, COIL, AIR以
外の空間を指す。5つの構成要素の詳しい外形や磁場計算の条件は付録A章に示した。
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図 4.6: HRS Dipoleの POLE, YOKE, COILモデル : Inventorで作成した POLE, YOKEモデルを
TOSCA内で開き、さらにCOIL部分をTOSCA内でモデル化した。図中濃緑がPOLE、黄緑がYOKE、
赤が COILのモデルである。

3. 磁場計算結果
コイルの電流密度を 35.4 A/mm2に設定し、中心運動量 4.0 GeV/cの粒子を入射した場合に粒子
の感じる磁場の強さ |B|をプロットした。

まず、図 4.7左上に赤で粒子の中心軌道を示した。描いた軌道の両端のA、Bが右下のグラフ横軸
A、Bの座標にそれぞれ該当する。中心軌道に沿っては磁石中心部の磁場は一様であり、中心磁場
の強さは∼1.65 Tである。
次に、mid-plane上で中心軌道に垂直な軌道を考える。これは図 4.8左上の青で示した軌道に相当
する。この軌道の両端C、Dは右下のグラフ横軸C、Dの座標にそれぞれ該当する。回転中心の内
側から外側へ向かって磁場が強くなっていく Index Dipoleの特徴が再現されている事が分かる。
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図 4.7: 中心軌道上の磁場 : 左上Dipoleモデル上に赤線で示したAからBの軌跡が中心軌道である。右
下横軸は中心軌道AからBの座標に対応し、縦軸は磁場の強さを示す。コイルの電流密度を 35.4 A/mm2

に設定し、中心運動量 4.0 GeV/cの粒子を入射した場合に粒子の感じる磁場の強さ |B|をプロットした。

図 4.8: 中心軌道に直行する断面での磁場 : 左上Dipoleモデル上に青線で示したCからDの軌跡が中心
軌道に直行する軌道である。右下横軸は軌道 CからDの座標に対応し、縦軸は磁場の強さを示す。
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4. 3.03 GeV粒子の場合　
表 4.2に示したパラメータは中心運動運動量 4.0 GeVの粒子を想定したデザイン値である。TOSCA

で磁場を計算する際には中心運動量 3.03 GeVcの粒子に対応した磁場を計算する。中心運動量
3.03 GeV/cの場合、コイルの電流密度は 21A/mm2とした。磁場の強さとField indexを表に示す。

表 4.3: 磁場の強さと Field index

Central Momentum コイルの電流密度 Bmin B0 Bmax Field index n

[GeV/c] [A/mm2] [T] [T] [T]

4.0 35.4 1.55 1.65 1.75 0.903

3.03 21 1.10 1.18 1.25 0.911

4.4 HRSコードとデザイン値の無矛盾性確認

Geant4による HRSのシミュレーションコードを開発した。上流のセプタム磁石の磁場と HRSの四
重極磁石の磁場は加藤公式 (4.1)∼(4.6)を用いて計算し、双極磁石の磁場はTOSCAを用いて計算した。
シミュレーション内では粒子の中心運動量を 3.03 GeV/cに設定している。この時の各磁石の磁場の値
を表 4.4に示す。

表 4.4: 各磁石の磁場設定値 (中心運動量 3.03GeV/cの場合)

Magnet Q1 Q2 Q3 D

磁場勾配 [T/m] 6.25 2.48 2.48 中心磁場 [T] 1.18

Geant4シミュレーションの実行画面を図 4.9に示す。図中Tは標的、SEPはセプタム磁石、Q1∼3は
四重極磁石、Dは双極磁石、FPはFocal Planeをそれぞれ表す。Focal Planeはスペクトロメーターの検
出面を指し、ここではHRSのVertical Drift Chamberの設置位置に合わせて設定した。Focal Planeは以
下 FPと明記する。図 4.9中赤線はHRSの運動量アクセプタンス内 ((2.9 GeV/c <pe <3.17 GeV/c))で
一様生成した電子を入射した場合の粒子の飛跡を示す。図 4.9中にGeant4内でのWorld座標系を表記し
た。World座標系の原点はセプタム磁石の入り口、間口の中心に設定した。同時に、Local座標系という
座標系も定義する。中心運動量 3.03GeV/cの粒子をWorld座標系の原点から入射角度 0°(x′t = 0, y′t = 0)

で入射した場合、この粒子の重心系を Local座標とする。
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図 4.9: Geant4によるHRSシミュレーション: Tは標的、SEPはセプタム磁石、Q1∼3は四重極磁石、
Dは双極磁石、FPは Focal Planeをそれぞれ表す。各磁石の入り口、出口と FPに設置した仮想検出
器 (図 4.9中水色で描画した。赤線はシミュレーション内で電子を入射した時の粒子の飛跡を示す。図に
World座標の軸を示した。

• ビームプロファイルと立体角
HRSの角度・運動量アクセプタンスのデザイン値よりも十分広い領域で一様生成した粒子を飛ば
した場合の各磁石出口と FPでの x分布と y分布の相関 (ビームプロファイル)を図 4.10に示す。
縦軸に y座標、横軸に x座標を示す。ただしここで座標系は Local座標系であり、y方向が双極磁
石の分散 (Dispersion)の方向である。粒子の運動量が大きいほど、FPでの y座標は小さくなる。
また表 4.5に各磁石出口、FPでの立体角を示した。FPでの立体角は 5.8 msrとなり、デザイン値
6 msrとおおよそ一致する。
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図 4.10: 各磁石出口でのビームプロファイル

表 4.5: 各磁石出口、FPでの立体角
Septum exit Q1 exit Q2 exit D exit Q3 exit FP

立体角 [msr] 11.3 7.1 6.5 5.8 5.8 5.8

さらに図 4.11に立体角の散乱電子運動量依存性、図 4.12に立体角の散乱電子角度依存性を示す。
HRSの立体角は、運動量アクセプタンス、角度アクセプタンス内で矩形でない事が分かる。
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図 4.11: HRS立体角の散乱電子運動量依存性

図 4.12: HRS立体角の散乱電子角度依存性

• FPでのDispersion

次に FPでの粒子分布の Dispersionを調べるため、角度は中心軌道角度に固定し、運動量はアク
セプタンス内 (2.9 GeV/c <pe <3.17 GeV/c)で一様生成した粒子を飛ばした。HRSは Local座標
系での y方向がDispersionの方向である。図 4.13に FPでの粒子の y座標と運動量の相関を示す。
FPでの分散は 19.9 cm/%となる。表 4.4に示した磁場設定値や中心運動量 3.03 GeV/cの粒子を
用いた場合、中心運動量 4.0 GeV/cでのデザイン値 12.4 cm/%よりは少し大きくなる。
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図 4.13: FP での粒子の y 座標と運動量の相関 : 散乱電子運動量はアクセプタンス内
(2.9 GeV/c<pe <3.17 GeV/c)で一様生成した。FPでの粒子のDispersionは 19.9 cm/%である。

• 角度アクセプタンス
入射粒子の角度アクセプタンスを調べた。入射粒子のうち FPで検出された粒子の入射時の角度
をプロットしたものが図 4.14である。横軸は入射粒子の角度 x′、縦軸は入射粒子の角度 y′ を表
す。HRS角度アクセプタンスのデザイン値は図 4.14中に赤で示した長方形の領域、horizontalが
±30 mrad,verticalが ±60 mradであり、図 4.14を見て分かるようにこのデザイン値をよく再現
した。

図 4.14: HRS角度アクセプタンス : 赤の点線枠がデザイン値を示す。HRSシミュレーションコードが
デザイン値をよく再現することが分かる。
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第5章 収量と分解能の見積もりと予想されるスペク
トラム

モンテカルロシミュレーションにより次世代実験セットアップで予想されるミッシングマス分解能と
期待されるハイパー核マススペクトラムの見積もりを行った。

5.1 解析の手順

(e, e′K+)反応によって生成したハイパー核のミッシングマスは次式で与えられる。

MHY P =
√

(Ee +Mtarget − Ee′ − EK)2 − (p⃗e − p⃗e′ − p⃗K)2 (5.1)

散乱電子とK中間子の運動量ベクトルを同時計測する事でハイパー核のミッシングマスが計算できる。
実際は散乱電子と K中間子はスペクトロメーターの検出面 (Focal Plane:FP)で検出される。ここでの
粒子の情報は逆輸送行列を用いて標的での情報へ変換される。ここでは標的でのミッシングマスを再構
成するまでの手順について説明する。概要を図 5.1に示す。

図 5.1: シミュレーションと解析の手順

41



1. seed fileの生成
まず式 (2.7)に示した仮想光子の分布に従って標的での粒子の情報を生成する。イベント毎に標的
における散乱電子の運動量ベクトル、K中間子の運動量ベクトルの情報を seed fileに記録する。

2. HRS,HKSシミュレーション
1で生成した seed fileをインプットにして、HRS、HKSそれぞれ Geant4を用いたモンテカルロ
シミュレーションを行い、FPに設置した仮想検出器によって粒子の情報（位置、角度）を得る。
散乱電子側に関しては 4章で述べたようにK中間子側に関してもスペクトロメーターを再現する
ように各光学要素が配置され FPに設置された仮想検出器で粒子情報を検出する。

3. 逆輸送行列の生成
逆輸送行列とは FPの粒子の情報から反応点での情報を再構成するための行列である。FPでの粒
子の情報（以下添字 FP）は標的での情報（以下添字 t）と輸送行列Mを用いて以下のように書け
る。ただしここでは簡単のため 1次で記述している。


xFP

x′FP
yFP

y′FP
pFP

 = M


xt

x′t
yt

y′t
pt

 (5.2)

ここで x′ = px/pz、y′ = py/pzである。入射電子は非常にビームスポットサイズが小さく、xt = 0、
yt = 0と仮定する。この時、標的での情報は逆輸送行列M−1を用いて

 x′t
y′t
pt

 = M−1


xFP

x′FP
yFP

y′FP
pFP

 (5.3)

と書ける。光学要素の磁場が非常に理想的な場合、標的から FPへの粒子の輸送は 1次の行列で記
述できる。しかし、実際は漏れ磁場の効果などにより磁場は非常に複雑な形をしている。高分解
能 (∆p/p ∼ 10−4)のスペクトロメーター HRS、HKSの磁場を再現する為にはより高次の項を用
いて逆輸送行列を書き表す事が必要である。即ち、

 x′t
y′t
pt

 = M−1



xFP

x′FP
yFP

y′FP
x2FP

xFPx
′
FP

・
・


(5.4)

と書く。ただし、実験では運動量 pは直接測定しないので右辺の項には含まない。標的での物理量
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はそれぞれ以下のように書き下せる。nは行列の次数を表す。

x′t =

n∑
a+b+c+d=0

Cx(a, b, c, d)(xFP)
a(x′FP)

b(yFP)
c(y′FP)

d (5.5)

y′t =

n∑
a+b+c+d=0

Cy(a, b, c, d)(xFP)
a(x′FP)

b(yFP)
c(y′FP)

d (5.6)

pt =

n∑
a+b+c+d=0

Cp(a, b, c, d)(xFP)
a(x′FP)

b(yFP)
c(y′FP)

d (5.7)

(5.5)∼(5.7)式を特異値分解を用いて解く事で、逆輸送行列が求まる。特異値分解の詳細は 5.2章
に述べる。

4. ミッシングマスの再構成
3で求めた逆輸送行列と 2のFPでの粒子の情報から、標的での散乱電子、K中間子ぞれぞれの運動
量ベクトルを再構成する。さらに散乱電子側、K中間子側の再構成された運動量ベクトルよりミッ
シングマスを計算する。ここで、標的において粒子を生成した際の角度、運動量、ミッシングマス
（x′t, y

′
t,pt,MM）と、逆輸送行列を用いて再構成した値（(x′t)recon,(y

′
t)recon,(pt)recon,(MM)recon）と

の差分を以下のように定義し、分解能とする。

dx′t = (x′t)− (x′t)recon

dy′t = (y′t)− (y′t)recon

dpt = (pt)− (pt)recon

∆MM = MM −MMrecon

炭素標的を仮定して seed fileを作成し、HRSとHKSのシミュレーションを行なった。このイベントセッ
トを陽子標的を仮定したイベントセットから作成した 6次の逆輸送行列によって標的での情報に焼き直
す。このとき各分解能の値は表 5.1のようになった。これらの値は特異値分解を用いて逆輸送行列を計
算しミッシングマスを再構成するこの手法自体によって生じる分解能に相当する。

表 5.1: 散乱電子側、K中間子側の角度・運動量分解能とミッシングマス分解能 : 最終的なミッシング
マス分解能は 1100 keVであった。

dx′t[mrad] dy′t[mrad] dpt[keV/c] dpt/pt ∆ MM[keV]

散乱電子側 0.15 0.28 970 3.2×10−4 1100

K中間子側 0.042 0.27 220 1.8×10−4

5.2 特異値分解

FP情報 xFPは標的での情報 xtと輸送行列Mを用いて

xFP = Mxt (5.8)
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と書ける。このとき xt
FP = (xFP, yFP, x

′
FP, y

′
FP), xt = (x′t, y

′
t, pt)である。FPでの xFP座標は xtの各成

分の多項式で次のように表せる。a0, a1, a2....は輸送行列のパラメータである。

xFP = a0 + a1x
′
t + a2y

′
t + a3pt + a4x

′2
t + · · · (5.9)

ここでXk=(x′t)
a · (y′t)b · (pt)c(a + b + c ≤ n)であり、mは標的における物理量 (x′t, y

′
t, pt)の個数+1

の中から n個を取り出す重複組み合わせの個数である。このモデルに対し、χ2 を次の式のように定義
する。

χ2 =
N∑
i=1

[
xFPi −

∑m
k=1 akXk(xti)

σi
]2 (5.10)

この χ2を最小にするようなパラメータ akの組み合わせを見つける事が最小二乗法である。今行列Aと
bをそれぞれ

A =


X

(1)
1 /σ1 X

(1)
m /σ1

... ...

X
(j)
k /σj

... ...

X
(N)
1 /σN X

(N)
m /σN

 , (5.11)

b =


(xFP)1/σ1

...

(xFP)j/σj

...

(xFP)N/σN

 , (5.12)

とおくと、式 (5.10)は
χ2 = |b−A · a|2 = (b−A · a)t(b−A · a) (5.13)

とかけ、この χ2を最小にする aは正規方程式AtAa = Atbの解 aである。特異値分解とはある任意の
I × J 実行列Aを 3つの行列へ分解する事であり、次のようにかける。

A = UDVt. (5.14)

ここで U、Vはそれぞれ I ×K,J ×K の正規直交行列、DはK ×K 対角行列である。行列 Aの逆行
列は

A−1 = V ·D−1 ·Ut (5.15)

とかける。いま輸送行列のパラメータ akをN個のデータ点を用いて求める際、その最適解は

a = V ·D−1 · (Ut · b) (5.16)

となる。

5.2.1 特異値分解に用いる数値の重み付け

　特異値分解を行なう際、各データ点の値が非常に大きい場合や小さい場合に上手く計算が行えな
い場合がある。ここでデータ点とは (5.5)∼(5.7)式中右辺の xFP , x

′
FP , yFP , y

′
FP ,また 5.5章、5.6.1章

で述べる xt, yt, zt といった物理量である。計算時には各データ点は規格化した値を用いている。即ち
xi(i=0,1,2...N)というデータセットが、xmeanを中心に±xrの範囲に分布する場合、特異値分解に用い
る値は (xi−xmean)/xrのように規格化される。この論文中では特に記述がない限り、各データ点は 1に
規格化されている。
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5.2.2 特異値分解に用いるイベント数

特異値分解に用いるデータ点の数により dx′t, dy
′
t, dpt の値がどのように変化するか調べた。図 5.2は

散乱電子側の dx′t, dy
′
t, dptの値と特異値分解に用いるデータ点の数 (event#)の関係を示す。ここでは逆

輸送行列は 6次の行列 (n=6)である。いずれもデータ点の数が増加すると dx′t, dy
′
t, dptの値は小さくな

り、データ点 2000点以上ではある有限値に収束することが分かる。そこで、6次の逆輸送行列を計算す
る際はデータ点 2000点を用いる事とする。

図 5.2: 特異値分解に用いるデータ点の数と dx′t, dy
′
t, dpt の関係 : 横軸がデータ点の数を示し、縦軸は

dx′t, dy
′
t, dptの値を示す。

5.2.3 逆輸送行列の次数

光学要素の磁場が非常に理想的な場合、標的から FPへの粒子の輸送は 1次の行列で記述できる。し
かし、実際は漏れ磁場の効果などにより磁場は非常に複雑な形をしているためこれを記述するためには
より高次の項が必要になる。行列の次数 nと行列要素 C(a,b,c,d)の個数の関係は表 5.5に示す通りであ
る。行列要素の個数は次数があがると急激に増加し、扱うパラメータが増えると特異値分解や実際の解
析の際の行列の最適化において不具合を生じる可能性がある。従って、十分な精度で磁場を記述しかつ
パラメータの数が膨大すぎない事が理想的である。図 5.4に散乱電子側の運動量分解能、角度分解能の
逆輸送行列の次数依存性を示す。

表 5.2: 逆輸送行列の次数と行列要素の項数の関係
次数 1 2 3 4 5 6 7 8 9

項数 5 15 35 70 126 210 330 495 715

45



図 5.3: dx′t, dy
′
t, dptの値と行列の次数の関係

図 5.4: 求める行列の次数と dx′t, dy
′
t, dpttの関係 : 横軸が行列の次数を示し、縦軸は dx′t, dy

′
t, dptの値を

示す。

逆輸送行列の次数が低いと十分な分解能を再現できないが、次数を上げていくと分解能は収束してい
く。6次以上の行列では大きく分解能の値が変化しない事から逆輸送行列の次数としては 6次を採用す
る。E05-115実験の解析の際に 5から 6次の行列を用いた経験より、6次の行列は解析の際に困難を生じ
るような非現実的な大きさではない事が予想される。以降記述が無い限り論文中の行列は 6次を前提と
する。

5.3 セレクト条件

逆輸送行列を計算する際、FPで検出したイベントには条件を課し、それを満たしたイベントのみを
計算に使用する。図 5.5に散乱電子側の FPでの粒子の xFP, x

′
FP, yFP, y

′
FPの相関を示す。xFPと x′FPの

相関を見ると、緑に着色した |x′FP| > 0.07 radの領域に全体の大きな相関から外れたイベントが存在す
る。このような粒子の感じた磁場は 6次の輸送行列で表現しきれず、この領域のイベントを用いると特
異値分解が出来ない。そこでこの領域は特異値分解に用いないようカットする。
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図 5.5: HRSの FPでの粒子の xFP, x
′
FP, yFP, y

′
FPの間の相関 : 左上図が FPでの xFP − yFP相関、右上

図が FPでの x′FP − y′FP、左下図が FPでの xFP − x′FP相関、右下図が FPでの yFP − y′FP相関を示す。

同様にK中間子側の FPでの粒子の xFP, x
′
FP, yFP, y

′
FPの間の相関を図 5.6に示す。
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図 5.6: HKSの FPでの粒子の xFP, x
′
FP, yFP, y

′
FPの間の相関 : 左上図が FPでの xFP − yFP相関、右上

図が FPでの x′FP − y′FP、左下図が FPでの xFP − x′FP相関、右下図が FPでの yFP − y′FP相関を示す。

さらに分解能を改善する為、イベントセレクションを行う。散乱電子側HRSは運動量分解能 (∆p/p)∼
1 × 10−4 のスペクトロメーターである。しかし、表 5.1で示したように特異値分解で得られた分解能
∆p/pは 3.2× 10−4とデザイン値よりも大きい。これは特異値分解により逆輸送行列を求める手法自身
からの寄与が原因として考えられる。検出器分解能の寄与やビームラスターの寄与などを見積もる為に、
イベントをセレクトしアクセプタンス内のイベントの一部分のみを解析に用いた。
HRS角度アクセプタンス (|x′t| <0.03 rad、|y′t| <0.06 rad)を覆うように生成されたイベントに表 5.3

に示すような様々なセレクト条件をかけ解析を行った。各セレクト条件とその時の角度・運動量分解能
を示す。表中の ratioは生成した全イベント数に対し、条件を満たし解析に用いたイベント数の割合を
示す。表 5.3の 7番に示すセレクション (|x′t| < 0.015 rad,|y′t| < 0.02 rad)をしたとき、運動量分解能
(∆pt/pt)は 1.2×10−4となり、HRSの運動量分解能のデザイン値と同程度となる。　
以後論文中で特異値分解により逆輸送行列を生成する際には、イベントセットに対し |x′FP| < 0.07 rad

かつ 7番のセレクション (|x′t| < 0.015 rad,|y′t| < 0.02 rad)を行う。表 5.4に逆輸送行列生成の条件と各
分解能をまとめた。

48



表 5.3: 散乱電子側のセレクト条件と対応する分解能 : 示したセレクト条件を満たすようなイベントの
みを選んで逆輸送行列を計算した。各々のセレクト条件に対応する散乱電子側の角度、運動量分解能を
示した。また表中 ratioは生成した全イベント数に対し、条件を満たし解析に用いたイベント数の割合
を示す。

番号 x′tセレクト条件 y′tセレクト条件 dx′t dy′t dpt dpt/pt ratio

[rad] [rad] [10−4rad] [10−4rad] [keV/c] [10−4] [%]

1 |x′t| < 0.01 - 0.71 1.6 650 2.2 30

2 |x′t| < 0.015 - 1.0 1.9 760 2.6 45

3 |x′t| < 0.02 - 1.3 2.0 830 2.7 60

4 - |y′t| < 0.01 0.65 0.97 490 1.6 16

5 - |y′t| < 0.02 1.0 1.3 720 2.4 31

6 - |y′t| < 0.03 1.3 2.1 880 2.9 46

7 |x′t| < 0.015 |y′t| < 0.02 0.51 0.80 360 1.2 17

表 5.4: 逆輸送行列生成の条件と各分解能
次数 項数 イベント数 セレクト条件 dx′t dy′t dpt ∆MM

[mrad] [mrad] [keV/c] [keV]

HRS 6 210 2000 |x′FP| < 0.07 0.051 0.082 360 520

|x′t| < 0.015

|y′t| < 0.02

HKS 6 210 2000 - 0.042 0.27 220

5.4 検出器分解能の寄与

スペクトロメーターの検出器分解能がミッシングマス分解能にどれだけ寄与するかを調べた。まず、
各スペクトロメータに用いられる飛跡検出器について説明する。
HRS側には VDC(Vertical Drift Chambers)が置かれている。図 5.7に示すように 2面から構成され

る。下面の VDCはスペクトロメーターの FPに出来るだけ近い場所に設置され、上面は粒子軌道の角
度の再構成が十分精度よく決まるような場所に設置してある。垂直方向の 2面間の距離は 0.335 mであ
る。位置分解能、角度分解能は σ ∼100 µm、σ ∼0.5 mradである [32]。
HKS側は飛跡検出器として図 5.4に示すようなドリフトチェンバー (KDC)を用いる。これらはE01-011

実験、E05-115実験に用いられ、その位置分解能、角度分解能は σ ∼200 µm、σ ∼0.3 mradである [12]。
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図 5.7: HRS 側飛跡検出器 VDC(Vertical Drift

Chambers)[32] 図 5.8: HKS側飛跡検出器Drift Chambers[12]

検出器分解能によるミッシングマス分解能への影響には 2種類ある。逆輸送行列そのものが歪んでし
まう事による影響と FP情報が不確定さを持つことによる影響がある。

5.4.1 逆輸送行列が歪む事による影響

キャリブレーションデータのFP情報がそもそも検出器分解能に不確定さを持つので逆輸送行列が歪み、
ミッシングマス分解能に影響する事が考えられる。ここでは、検出器分解能によって逆輸送行列がどの程
度歪むのかを示す。表にこの節で用いた逆輸送行列とその生成条件をまとめる。HRSmatrix(reso.off)は

表 5.5: 逆輸送行列とその生成条件
逆輸送行列 検出器分解能

HRS側 HRSmatrix(reso.off) ×
HRSmatrix(reso.on) ○

HKS側 HKSmatrix(reso.off) ×
HKSmatrix(reso.on) ○

検出器分解能を考慮しない逆輸送行列、HRSmatrix(reso.on)は検出器の位置分解能として σ ∼100 µm、
角度分解能として σ ∼0.5 mradを仮定して FP情報をガウス関数に従ってぼかして作った逆輸送行列
を表す。これらの行列は陽子標的を仮定して行なったシミュレーションのイベントセットを用いて作成
した。HRSmatrix(reso.off),HRSmatrix(reso.on)を用いて同じイベントセットを再構成した場合の dx′t
、dy′t、dptの値は表 5.6に示す通りであり、ヒストグラムを図 5.9に示す。図 5.9中、青のヒストグラム
がHRSmatrix(reso.off)を用いて再構成した場合、マゼンタのヒストグラムがHRSmatrix(reso.on)を用
いて再構成した場合である。FPの情報をぼかした場合のHRSmatrix(reso.on)では行列が歪み、標的で
の情報を再構成する精度が落ちている事が分かる。
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図 5.9: 検出器分解能による行列の歪み (HRS側) : HRSmatrix(reso.off)を用いて再構成を行った際の
dx′t、dy

′
t、dptのヒストグラムを青で示し、HRSmatrix(reso.on)を用いた場合の各ヒストグラムをマゼン

タで示した。

表 5.6: 散乱電子側検出器分解能の角度・運動量分解能への影響：HRSmatrix(reso.off)により再構成し
た場合の各分解能とHRSmatrix(reso.on)で再構成した場合の各分解能の値をそれぞれ示した。

matrix dx′t[mrad] dy′t[mrad] dpt[keV/c]

HRSmatrix(reso.off) 0.051 0.082 360

HRSmatrix(reso.on) 0.20 0.48 400

K中間子側も同様に検出器分解能の効果を見積もった。K中間子側の検出器分解能は位置分解能を
σ ∼200 µm、角度分解能を σ ∼0.5 mradとした。検出器分解能を考慮しない逆輸送行列を HKSma-

trix(reso.off)とし、上記の検出器分解能の値を用いて FP情報をぼかして作成した逆輸送行列を HKS-

matrix(reso.on)とした。散乱電子側と同様にそれぞれの dx′t, dy
′
t, dptの値を表 5.8に示す。
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図 5.10: 検出器分解能による行列の歪み (HKS側) : HKSmatrix(reso.off)を用いて再構成を行った際の
dx′t、dy

′
t、dptのヒストグラムを緑で示し、HKSmatrix(reso.on)を用いた場合の各ヒストグラムを青で示

した。

表 5.7: K中間子側検出器分解能の角度・運動量分解能への影響：HKSmatrix(reso.off)により再構成し
た場合の各分解能とHKSmatrix(reso.on)で再構成した場合の各分解能の値をそれぞれ示した。

matrix dx′t[mrad] dy′t[mrad] dpt[keV/c]

HKSmatrix(reso.off) 0.042 0.27 220

HKSmatrix(reso.on) 0.10 1.0 230

検出器分解能の効果を露にするため、以下では行列自身に起因するミッシングマス分解能を差し引い
た値を検出器分解能に起因するミッシングマス分解能として reduced ∆MMと定義する。

reduced ∆MM =
√

(∆MM)2 − (∆MM0)2 (5.17)

行列自身に起因するミッシングマス分解能の大きさ∆MM0は、ここではHRS側をHRSmatrix(reso.off)、
HKS側をHKSmatrix(reso.off)で再構成した場合の 521 keV(FWHM)である。
シミュレーションにより見積もった逆輸送行列が歪む事によるミッシングマス分解能への影響を表 5.8

にまとめた。HKS側の検出器分解能の影響が 180 keV、HRS側は無視できるほどに小さいと分かった 1。
HRS,HKSのどちらも検出器分解能を考慮した場合は 190 keVの影響が出る。

表 5.8: 検出器分解能を考慮した行列を用いた際のミッシングマス分解能
HRS HKS ∆MM(FWHM)[keV] reduced ∆MM(FWHM)[keV]

HRSmatrix(reso.off) HKSmatrix(reso.off) 521 -

HRSmatrix(reso.off) HKSmatrix(reso.on) 552 180

HRSmatrix(reso.on) HKSmatrix(reso.off) 505 -

HRSmatrix(reso.on) HKSmatrix(reso.on) 554 190

1TOSCAによる磁場マップが十分滑らかでない場合、FPでの情報はがたつく可能性がある。FPでの情報をガウス分布に
従ってぼかしたため磁場が滑らかでない事の影響が低減され分解能が改善したという可能性もある。

52



5.4.2 FP情報が不確かさを持つことによる影響

次に、測定データの FP情報が検出器分解能により不確かさを持つ効果でどれだけミッシングマス分
解能に影響するかを示す。炭素標的を仮定しHRS,HKSシミュレーションを行なった際、仮想検出器で
得た FPでの粒子の位置、角度の情報を実際の検出器の分解能を考慮しガウス分布に従ってぼかす。こ
のイベントセットをHRSmatrix(reso.off),HKSmatrix(reso.off)を用いて標的での情報へと再構成した時
に、ミッシングマス分解能にどれだけ影響するかを調べた。
散乱電子側に関して見積もった結果を示す。まず、図 5.11はミッシングマス分解能の検出器位置分解

能依存性を示す。この際、角度分解能は 0に固定した。ミッシングマス分解能と位置分解能はほぼ線形
の相関を持つことがわかる。図 5.11に示すように、HRSの VDCの位置分解能 σ ∼ 100 µmの場合、
ミッシングマス分解能への寄与は∼350 keVと見積もられる。同様に図 5.12はミッシングマス分解能の
検出器角度分解能依存性を示す。計算する際、位置分解能は 0に固定した。HRSのVDCの角度分解能
σ ∼ 0.5 mradの場合、ミッシングマス分解能への寄与は∼300 keVと見積もられる。

図 5.11: reduced ∆MMの検出器位置分解能依存
性 (散乱電子側) : 図に示した直線はデータ点を
線形フィットした結果。

図 5.12: reduced ∆MM分解能の検出器角度分解
能依存性 (散乱電子側) : 図に示した直線はデー
タ点を線形フィットした結果。

K中間子側の検出器分解能の影響に関しても同様に見積もる事が出来る。それぞれの検出器の典型的
な位置、角度分解能とその場合のミッシングマス分解能への寄与の見積もり値を表 5.9にまとめた。

表 5.9: 各検出器分解能のミッシングマス分解能への寄与の見積もり値 : 各検出器の位置・角度分解能
の典型値を用いて、ミッシングマス分解能への寄与 (reduced ∆MM)を見積もった。

位置分解能 [µm] 角度分解能 [mrad] reduced ∆MM(FWHM)[keV]

散乱電子側 100 - 260

(HRS) - 0.5 390

K中間子側 200 - 150

(HKS) - 0.3 90

HKS,HRSの検出器の位置分解能、角度分解能を全て考慮した場合ミッシングマス分解能への寄与 reduced

∆MMは 500 keVとなった。
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5.4.3 検出器分解能の寄与の総和

最後に上記２つの影響を同時に考慮した場合にミッシングマス分解能への寄与がどれだけか見積もった。
標的は炭素を仮定し、逆輸送行列として 5.4.1章で生成した HRSmatrix(reso.on),HKSmatrix(reso.on)

を採用する。FP情報は 5.4.2章で行ったように、各検出器分解能の典型値を用いたガウス分布に従って
ぼかした。この場合のミッシングマス分解能は 720 keVであり、検出器分解能の寄与のみに換算する
reduced ∆MMは 520 keVであった。

5.5 ビームラスターの寄与

3.2章で説明したように鉛などの融点の低い標的を用いる場合、標的が融解するのを防ぐため入射点を
変化させながら標的にビームを打ち込む。これをビームラスターと呼ぶ。標的上流のラスター電磁石の電
流値を変化させる事でビームをラスターする。逆輸送行列を計算する際には反応点を原点 (xt = 0, yt = 0)

に仮定しているので、このビームラスターはミッシングマスの分解能に影響を及ぼす事が予想される。
ここではビームラスターのミッシングマス分解能への寄与を見積もる。
前回実験ではLi標的の場合に xt = ±0.08 cm,yt = ±0.08 cm、CH2標的の場合に xt = ±0.08 cm,yt =

±0.25 cmのビームラスターをしていた。この値を参考にここではビームラスターのサイズを x方向、y

方向ともに±0.1 cmとし、この範囲内で反応点を一様生成する。ラスターの寄与を見積もるために用い
たサンプルイベントセットの生成条件を表 5.10に示す。サンプルイベントセットは全て炭素標的を仮定
して生成した。反応点を原点 (xt = 0, yt = 0)に仮定して計算した逆輸送行列matrix(ラスター補正前)

表 5.10: サンプルイベントコンディション
サンプルイベントセット xラスター [cm] yラスター [cm]

Event set(no raster) 0 0

Event set(x raster) ±0.1 0

Event set(y raster) 0 ±0.1

Event set(xy raster) ±0.1 ±0.1

を用いて、サンプルイベントセットを再構成した。なお、標的中でのエネルギー損失は考慮していない。
Event set(x raster)、Event set(y raster)を再構成した場合にミッシングマスと標的での xt, yt位置の相
関をとるとそれぞれ図 5.13、5.14のようになる。このような相関によってミッシングマス分解能が悪化
する事が分かる。

54



図 5.13: ミッシングマスと標的での xt 座標の相関
（Event set(x raster))

図 5.14: ミッシングマスと標的での yt 座標の相関
（Event set(y raster))

そこで、このラスターの効果の補正を考える。標的におけるラスターの量はラスター電磁石の電流値か
ら求められるので、xt ,yt を既知量として行列に組み込む。即ち、例えば標的に置ける x′tを書き下すと

x′t =

n∑
a+b+c+d+e+f=0

Cx(a, b, c, d, e, f)(xFP)
a(x′FP)

b(yFP)
c(y′FP)

d(xt)
e(yt)

f (5.18)

のように書ける。この場合の行列要素Cx(a,b,c,d,e,f)の数は表5.11のようになる。ただし、xFP, yFP, x′FP, y
′
FP

の次数は 6次に固定する。

表 5.11: xt, ytの次数と逆輸送行列全体の項数の関係
xt, ytの次数 1 2 3 4 5 6

項数 532 757 868 910 922 924

式 (5.18)を用いて全ての項を 6次まで考慮した逆輸送行列matrix(ラスター補正後)を生成した。ma-

trix(ラスター補正前)とmatrix(ラスター補正後)を用いて再構成した各スペクトロメーターでの角度・
運動量分解能は付録 B章に詳細をまとめた。

matrix(ラスター補正後)を用いて再構成した 12
Λ Bのミッシングマスと xt 座標 (yt 座標)の相関を示

す。図 5.15は xt±0.1 cmでラスターした Event set(x raster)の x方向ラスターとミッシングマスの相
関である。縦軸がミッシングマス、横軸が xtを表す。図 5.15(a)が補正前の相関、(b)が補正後の相関
である。補正前はミッシングマスの分布が全体に幅広くミッシングマス分解能が 1170 keV(FWHM)と
大きかったが、補正後には 610 keV(FWHM)とおおよそ半分に改善した。ラスターする事によりミッシ
ングマス分解能へどれだけの寄与があるかは reduced ∆MMを指標とする。ここで reduced ∆ MM =√

(∆MM)2 − (∆MMraster=0)2であり、∆ MMraster=0は Event set(no raster)のミッシングマス分解能
を指す。Event set(x raster)の補正後 reduced ∆MMは 320 keVである。
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図 5.15: x方向のラスター補正 : (a)が補正前の相関、(b)が補正後の相関である。補正前はミッシン
グマスの分布が全体に幅広くミッシングマス分解能が 1170 keV(FWHM)と大きかったが、補正後には
610 keV(FWHM)とおおよそ半分に改善した。

同様に図 5.16は yt±0.1 cmでラスターした Event set(y raster)の y方向ラスターとミッシングマス
の相関であり、(c)が補正前、(d)が補正後の相関である。補正前はミッシングマスと ytは線形の相関を
持っておりその分解能は 1930 keV(FWHM)であったが、補正後には 590 keV(FWHM)と改善した。補
正後の reduced ∆MMは 280 keVである。

図 5.16: y方向のラスター補正 : (c)が補正前、(d)が補正後の相関である。補正前はミッシングマスと yt

は線形の相関を持っておりその分解能は 1930 keV(FWHM)であったが、補正後には 590 keV(FWHM)

と改善した。

ラスター補正前後のミッシングマス分解能は表 5.12にまとめた。

• xt, ytの次数について
表 5.11に示したように xt, ytの次数を６次までとると、行列要素が xt, ytを含まない場合の 210項
から 924項へと 4倍以上に増える。項数が増えるとこれらのパラメータの最適化が非常に困難に
なる。そこで、xt, ytの次数のミッシングマス分解能への影響について調べた。散乱電子側の結果
を表 5.13に示す。ここに挙げたように、xt, ytの次数が 1次の行列で既に十分な分解能を達成して
おり、次数を 6次まで上げても分解能の大幅な改善は見られない。従ってラスター補正に用いる
xt, ytの次数は 1次で十分である事が分かった。
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表 5.12: ビームラスター効果補正前後のミッシングマス分解能
イベントセット matrix ∆MM[keV](FWHM) reduced ∆MM[keV]

Event set(no raster) ラスター補正前 520 -

Event set(x raster) 1170 1050

Event set(y raster) 1930 1860

Event set(xy raster) 2240 2180

Event set(no raster) ラスター補正後 510 -

Event set(x raster) 610 320

Event set(y raster) 590 280

Event set(xy raster) 670 420

表 5.13: xt, ytの次数と散乱電子側の各分解能の関係
xt, ytの次数 dx′t[mrad] dy′t[mrad] dpt[keV/c]

0 0.39 2.6 2590

1 0.070 0.11 490

2 0.083 0.13 550

4 0.083 0.14 540

6 0.070 0.11 540

5.6 ビーム進行方向 (z)の反応点の不確かさの寄与

この節で議論する z方向とは入射ビームの進行方向を指す。実際の実験では反応点の z座標を測定す
る事は出来ないため、標的の空間的な厚さだけ z座標は不確かさを持つ事となる。z座標が 0からずれ
ると粒子の感じる光学系は本来の光学系に比べ歪む。FPに結ぶ像は zt = 0の場合よりもずれるので、
ミッシングマスの値も本来の値からずれる事が予想される。さらに、粒子は標的内でエネルギー損失し、
その値は反応の z座標に依存する。

5.6.1 zの再構成

ここでは、FPの情報と逆輸送行列を用いて反応点の z座標を再構成する事を考える。ztは x′t, y
′
t, pt

の再構成と同様に

zt =
n∑

a+b+c+d=0

Cz(a, b, c, d)(xFP)
a(x′FP)

b(yFP)
c(y′FP)

d (5.19)

とかける。シミュレーション内では粒子の生成点 (zt)と FPの情報は得ているので、特異値分解により
逆輸送行列を求める事が出来る。式 (5.19)により再構成した標的での z座標を ztRと定義し、これとシ
ミュレーションで生成した ztの差を∆zt(= zt − ztR)と定義し、z座標の分解能とする。
反応点の z座標を±0.05cm、±0.01cm、±1cm、±5cmの範囲で一様生成し、それぞれ散乱電子側のシミ

ュレーションを行なった。標的での入射粒子の位置座標は (xt, yt) = (0,0)に固定し、標的内でのエネルギー
損失は無視している。以後 ztを±0.05 cmの範囲で一様生成したイベントセットをEvent set(zt=±0.05)

と記述し、Event set(zt=±0.05)を用いて生成した逆輸送行列はMatrix(zt=±0.05)と記述する。図 5.17

は ztと ztRの相関である。縦軸に生成した zt、縦軸に再構成した ztRを示す。このとき再構成を行う
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イベントセットと逆輸送行列計算に用いたイベントセットは同一である。例えば Event set(zt=±0.05)

はMatrix(zt=±0.05)を用いて再構成した。図 5.17の上段に示すように Event set(zt=±0.05)、Event

set(zt=±0.01)の場合には、ztと ztRの相関はあるものの傾きは 1よりも小さい。従って z座標が zt = 0

よりずれればずれる程、ztRが正しく再構成出来ていない事が分かる。それに対し、下段に示すように
Event set(zt=±1.0)、Event set(zt=±5.0)の場合には傾き 1の相関が見え、ztがどの値でも一様に再構
成出来る。

図 5.17: 生成点 ztと再構成した ztRの相関 : 上段左は zt=±0.05 cm、上段右は zt=±0.1 cmの範囲で
一様生成した場合の相関。下段左は zt=±1.0 cm、下段右は zt=±5.0 cmの範囲で一様生成した場合の
相関。傾き 1の相関が見え一様に ztが再構成出来る。

図 5.18左に ztを±0.05cm、±0.01cm、±1cm、±5cmの範囲で一様生成した場合の∆ztのヒストグラ
ムを示す。ztを±5.0 cmの範囲で一様生成した場合 (マゼンタ)の z分解能は 0.4 cm(FWHM)。図 5.18

右は∆ztの値を ztの最大値で割って規格化した値 (以下 Normarized ∆ztと明記)のヒストグラムを示
す。zt=±5.0 cmの場合 (マゼンタ)に相対的な∆ztが最も小さくなった。
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図 5.18: ztをある範囲で一様生成した場合の∆zt : 左は∆ztのヒストグラム。zを±5.0 cmの範囲で一
様生成した場合の z分解能は 0.4 cm(FWHM)。右は∆ztの値を ztの最大値で割って規格化した値のヒ
ストグラム。z=±5.0 cmの場合 (マゼンタ)に相対的な∆ztが最も小さくなる。

Matrix(zt=±0.05),Matrix(zt=±5.0)を用いてEvent set(zt=±0.05),Event set(zt=±5.0)を再構成した
場合の zt分解能∆ztを表5.14に示す。表中括弧内に示したのはNormarized ∆ztの値である。Normarized

∆ztの値は ztの再構成の精度を示す。例えば、zt = ±5.0 cmの場合は 0.11で、約 10%程度の精度で zt

を再構成する事が出来ることを意味している。Normarized ∆ztの値が 1以上になると生成 ztの範囲よ
り ztの分解能が大きくなり、逆輸送行列を用いた ztの再構成に意味が無い。以上より ztの生成範囲が
z=±0.05 cmのように小さい、即ち標的の厚さが薄い場合には逆輸送行列を用いて ztを再構成するのは
難しい。一方、ztの生成範囲が z=±5.0 cmのように大きい、即ち標的の厚さが厚い場合には ztは 10%

程度の精度で再構成可能である。

表 5.14: zt 分解能 : Matrix(zt=±0.05),Matrix(zt=±5.0) を用いて Event set(zt=±0.05),Event

set(zt=±5.0)を再構成した場合の zt分解能∆zt。表中括弧内はNormarized ∆ztの値を示す。
Matrix(zt=±0.05) Matrix(zt=±5.0)

Event set(zt=±0.05) 0.066 cm(1.317) 0.54 cm(10.8)

Event set(zt=±5) 7.5 cm(1.5) 0.55 cm(0.11)

5.6.2 z方向の不確かさの補正

ここでは、反応点ztのずれによるミッシングマスの歪みとその補正について説明する。Event set(zt=±6.0)

に対してmatrix(zt補正前)を用いてミッシングマスの再構成を行う。matrix(zt補正前)の生成条件を表
5.15に示す。
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表 5.15: zt補正前後の逆輸送行列の生成条件
matrix 行列生成に用いたイベントセット zt term

matrix(zt補正前) Event set(zt=0) ×
matrix(zt補正後) Event set(zt=±6.0) ○

この時のミッシングマスと z座標の相関を図 5.19に示す。縦軸がミッシングマス、横軸が反応点 ztを
表す。ztが原点からずれればずれるほど分解能は悪化する傾向にあり、蝶々型の相関が見える。ミッシ
ングマス分解能は全体で 8.1 MeVとなる。図 5.19に見られる相関を使って補正を行なう事は難しい。そ
こでビームラスター補正の場合と同様に、ztを項に加えた逆輸送行列を作成し補正を行う。例えば x′の
再構成時には

x′t =

n∑
a+b+c+d+e=0

Cx(a, b, c, d, e)(xFP)
a(x′FP)

b(yFP)
c(y′FP)

d(zt)
e (5.20)

のように書ける行列を用意する。この場合の行列要素 Cx(a,b,c,d,e,f) の数を表 5.16 に示す。ただし、
xFP, yFP, x

′
FP, y

′
FPの次数は 6次に固定した。

表 5.16: ztの次数と逆輸送行列全体の項数の関係
ztの次数 1 2 3 4 5 6

項数 336 406 441 456 461 462

Event set(zt=±6.0)を用いて式 (5.20)に従って計算した逆輸送行列をmatrix(zt補正後)とする。図
5.20はEvent set(zt=±6.0)をmatrix(zt補正後)で再構成した場合のミッシングマスと z座標の相関であ
る。この場合のミッシングマス分解能∆MMは∼500 keVであった。これはEvent set(zt=0)をmatrix(zt

補正前)により再構成した場合の∆MM (∼520 keV)と同程度であり、ztの不確かさによるミッシングマ
ス分解能への寄与が無視できる程度まで補正できている事を示す。補正前後の散乱電子側、K中間子側
それぞれの x′t, y

′
t,dptの値は付録 Bに詳細を記す。

図 5.19: 補正前matrix(zt補正前)で再構成したミッ
シングマスと ztの相関

図 5.20: 補正後matrix(zt補正後)で再構成したミッ
シングマスと ztの相関

• ztの次数について
逆輸送行列に取り入れる ztの次数を最適化する。表 5.17に、ztの次数を変化させた時の角度・位
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置分解能を散乱電子側の場合について示した。表中にはリファレンスとして Event set(zt=0)を
Matrix(zt=0)で再構成した場合の角度・位置分解能も示した。角度・位置分解能のいずれに関し
てもフィッティングによる誤差が 10−1程度ある。このことから ztの次数が 1以上で分解能の変化
は無く、リファレンスと同程度を再現する。従って、逆輸送行列の ztの次数は 1で十分である。

表 5.17: zt の次数と散乱電子側の各分解能の関係 : 表中にはリファレンスとして Event set(zt=0)を
Matrix(zt=0)で再構成した場合の角度・位置分解能も示した。

ztの次数 dx′t[mrad] dy′t[mrad] dpt[keV/c]

0 0.14 0.12 510

1 0.073 0.091 370

2 0.070 0.090 310

4 0.062 0.085 300

6 0.064 0.088 310

リファレンス dx′t[mrad] dy′t[mrad] dpt[keV/c]

zt=0 0.051 0.082 360

5.7 標的中でのエネルギー損失の見積もり

入射電子、散乱電子、K中間子は標的中でエネルギー損失をする。従ってミッシングマスを計算する
際に必要なエネルギーの値は、測定値と標的中でのエネルギー損失の値を用いて

Ee = Ebeam
e −∆Ee (5.21)

Ee′ = Emesured
e′ +∆Ee′ (5.22)

EK+ = Emesured
K+ +∆EK+ (5.23)

のように表せる。
シミュレーション内に標的厚 100 mg/cm2の炭素標的を置き、反応点の z座標を 0に固定した場合の

3.03 GeV/cの散乱電子のエネルギー損失を図 5.21に示す。横軸がエネルギー損失を表す。
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図 5.21: シミュレーションで見積もった散乱電子の
標的中でのエネルギー損失の分布。粒子の生成点の
z座標を 0に固定した場合。

図 5.22: シミュレーションで見積もった散乱電子の
標的中でのエネルギー損失の分布。粒子の生成点の
z座標を標的内で一様生成した場合。

イベント毎に逆輸送行列を用いて再構成した反応点の z座標から、モンテカルロシミュレーションに
よりエネルギー損失の値を求めるのが理想的である。しかし 5.6.2章の表 5.14で示したように、0.1 cm

の標的を仮定した場合再構成した z座標の位置分解能は 0.066 cmとなり標的厚さと同程度になる。従っ
て固体標的のように標的の空間的厚さが薄い場合には再構成した zt の値を用いてエネルギー損失の補
正を行う事は難しい。エネルギー損失の値はヒストグラムをランダウ関数を用いてフィットした場合の
MPV(Most Probable Value)を採用する。 標的別に入射電子、散乱電子とK中間子のエネルギー損失
をシミュレーションを用いて見積もった結果を表 5.18に示す。入射電子運動量 Ee=4.523 GeV/c、散乱
電子運動量 Ee′=3.03 GeV/c、K中間子運動量 EK+=1.2 GeV/cである。

表 5.18: エネルギー損失の見積もり値
標的 4He(liquid) 12C 40Ca 89Y 208Pb

標的厚 [mg/cm2] 523 100 100 100 100

入射電子 [keV] 400 60 60 50 43

散乱電子 [keV] 400 60 60 50 43

K中間子 [keV] 450 65 65 52 41

標的を置いた場合と置かない場合でシミュレーションを行い、標的中での粒子のエネルギー損失がミッ
シングマスにどのように影響するかを調べた。図 5.23に標的の有無により∆MMがどう異なるかを示
した。図中青のヒストグラムはシミュレーション内に標的を置かなかった、即ち標的内でのエネルギー
損失を考慮しない場合の∆MMヒストグラムである。一方赤のヒストグラムは炭素標的 112.5 mg/cm2

を設置し標的中でのエネルギー損失を考慮した場合である。どちらも反応点の ztは標的中で一様生成し
た。表 5.19に∆MMをガウス関数でフィットした場合の中心値、幅 (FWHM)を示す。また、表中には
反応点の zt を 0に固定した場合の結果も示した。∆MMの中心値は標的中のエネルギー損失の影響で
100 keV程度シフトする事が分かった。
表 5.18に示した値を典型的なエネルギー損失の値とし、全てのイベントに対して式 (5.21) ∼ (5.23)を

用いて補正を行なった。式 (5.21)∼(5.23)において∆Ee=60 keV、∆Ee′=60 keV、∆EK=65 keVであ
る。図 5.24にエネルギー損失補正の有無によるミッシングマス分解能の違いを示した。図中赤のヒスト
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表 5.19: 標的有無での∆MMの値
中心値 [keV] 幅 (FWHM)[keV]

標的 厚さ [mg/cm2] zt[cm] 標的無 標的有 標的無 標的有
12C 112.5 zt=0.0 -6.2 88 530 550
12C 112.5 zt = ±0.025 99 200 580 620

グラムは式 (5.21) ∼ (5.23)の補正を行わない場合、紫は補正を行った場合の∆MMであり、補正により
エネルギー損失による中心値のシフトを打ち消す方向へ中心値が移動する事が分かる。∆MMのガウス
フィットにより求めた値を表 5.20に示した。標的内で ztを一様生成した場合のエネルギー損失の分布が
図 5.22のようにランダウ分布の重ねあわせとなるため、∆MMの幅は zt=0の場合よりも増加する。エ
ネルギー損失補正の値として一律の値を用いているため∆MMの幅は改善しない。

表 5.20: エネルギー損失補正前後での∆MMの値
中心値 [keV] 幅 (FWHM)[keV]

標的 厚さ [mg/cm2] zt[cm] 補正前 補正後 補正前 補正後
12C 112.5 zt=0.0 88 18 550 550
12C 112.5 zt = ±0.025 200 100 620 650

図 5.23: 標的の有無によるミッシングマス分解
能の違い : 青が標的でエネルギー損失無の場合、
赤が標的でエネルギー損失有の場合の∆MMの
ヒストグラム。標的無の場合、ガウスフィット
による中心値は 99 keV、標的有の場合の中心
値は 200 keV。

図 5.24: 炭素標的中でのエネルギー損失補正の
有無によるミッシングマス分解能の違い : 赤が
補正無の場合、紫が補正有の場合の∆MMのヒ
ストグラム。補正無の場合、ガウスフィットに
よる中心値は 200 keV、補正有の場合の中心値
は 100 keV。
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5.8 予想されるハイパー核スペクトラム

ここではハイパー核の収量、アクシデンタルバックグラウンドを見積もり、次世代実験で期待される
ハイパー核のマススペクトラムを示す。計算を行う際必要な E05-115実験、次世代実験の実験条件を表
5.21にまとめる。

表 5.21: E05-115実験、次世代実験の実験条件まとめ
E05-115実験 次世代実験　

ビームカレント [µA] 30 100

標的厚さ [mg/cm2] 112.5 100

入射ビームエネルギー [GeV] 2.344 4.523

仮想光子エネルギー [GeV] 1.5 1.5

散乱電子側角度アクセプタンス 3 - 14° 5.5 - 8.5°
散乱電子側運動量アクセプタンス [%] ±17 ±4.5

K中間子側角度アクセプタンス 0 - 14° 11.5 - 20.5°
K中間子側運動量アクセプタンス [%] ±12.5 ±12.5

5.8.1 ハイパー核の収量見積もり

生成したハイパー核の収量は以下の式で記述できる。

Nhyp = Γγ ×Nbeam ×Ntarget ×
dσ

dΩ
×∆Ω× ϵK+ (5.24)

ここで、Γγは入射電子あたりの仮想光子フラックス、Nbeamは単位時間あたりの入射電子数、Ntargetは
単位面積あたりの標的数、dσ

dΩ はハイパー核生成微分断面積、∆ΩはK中間子スペクトロメーターの立体
角 (8.5 msr)、ϵK+ はK中間子の生存率を表す。

• 仮想光子フラックス Γγ

仮想光子フラックスは式 (2.7)を散乱電子スペクトロメーターのアクセプタンスの範囲で積分した
ものである。散乱電子スペクトロメーターのアクセプタンスは表 5.21に示した。仮想光子フラッ
クスは E05-115実験で 5.83×10−5、次世代実験では 3.96×10−5である。次世代実験では仮想光子
フラックスが E05-115実験の 0.68倍となる。

• K中間子の生存率
K中間子の生存率 ϵK+ は以下のように与えられる。

ϵK+ = e
− x

βγcτ (5.25)

xはK中間子の飛程距離を表しHKSを用いた場合は 11.8 mである。またβ = p/E、γ = 1√
(1−β2)

で

あり、運動量 1.2GeV/cのK中間子では β=0.92となる。τ はK中間子の寿命を表し、cτ ∼ 3.71 m

である。この場合生存率 PK は 0.267となる。

式 (5.24)を用いてハイパー核の収量を見積もった。計算の際には標的厚を 100 mg/cm2、ビームカレン
トを 100 µA、ハイパー核生成微分断面積を 100 nb/srと規格化して見積もった。ただし、鉛標的の場合
には標的厚を 100 mg/cm2、ビームカレントを 10 µA、ハイパー核生成微分断面積を 10 nb/srと仮定し
た。収量を表 5.22にまとめた。
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表 5.22: ハイパー核収量見積もり
生成ハイパー核 4He 12C 40Ca 89Y 208Pb

収量 [/hour] 304 101 30 14 0.058

5.8.2 バックグラウンド計数率の見積もり

アクシデンタルコインシデンスバックグラウンドは大部分が制動放射起因のものであるとして見積もっ
た。制動放射の分布に従って生成した電子と、一様生成した適当な K中間子のコインシデンスをとり
バックグラウンドの分布を求めた。バックグラウンドの数の見積もりは E05-115実験の 12

Λ Bのデータを
スケールする事によって行う。散乱電子側のバックグラウンドレートの計算にはE05-115実験のHESト
リガーレートの値をスケールして用いる。表 5.23に E05-115実験のトリガーレートをまとめた。K中
間子側のトリガーを作るのはK中間子以外にも π+, p, e−, e+があり、これらがバックグラウンドとして
入ってくる。オフライン解析によって得た E05-115実験でのHKSのカウンティングレートを表 5.24に
載せた。この値をスケールしてK+ singles rateを求めた。E05-115実験では、60時間の計測時間で 12

Λ B

の基底状態は 774±15[count]、アクシデンタルバックグラウンドは 90[count/0.24MeV]観測された。

表 5.23: E05-115実験炭素標的での各トリガーレート [12]

標的厚さ ビームカレント HKStrigger HEStrigger COINtrigger

[mg/cm2] [µA] [kHz] [kHz] [kHz]

112.5 10 1.3 1500 0.97

112.5 35 7.9 2300 1.3

表 5.24: E05-115実験炭素標的でのHKS側カウンティングレート [12] : レートとして示した数値に付随
する誤差は 1つ目が統計誤差、2つ目が系統誤差を表す。

標的厚さ ビームカレント K+ π+ p e−,e+

[mg/cm2] [µA] [Hz] [kHz] [kHz] [kHz]

87.5 19.3 110±0.4±5 9±0.2±0.4 10.9±0.2±0.1 14.3±0.2±0.1

87.5 37.9 171±1±8 15.1±1.1±0.1 18.4±1.3±0.1 27.9±1.6±0.1

• 制動放射の反応断面積
制動放射の反応断面積は式を運動量アクセプタンス、角度アクセプタンスの範囲内で積分した値
である。表 5.25に E05-115実験セットアップと次世代実験セットアップの標的毎の制動放射反応
断面積を示す。ただし、標的は全て 100 mg/cm2、ビームカレントは 100 µAを仮定した。

バックグラウンドは各スペクトロメーターの singles rateとコインシデンスタイムを用いて式 (5.26)

のように書ける。解析では加速器のビームバンチ 2 ns内で同期したイベントが同時計測事象と見なされ
る。したがってコインシデンスタイムは 2 nsである。アクシデンタルバックグラウンドは制動放射起因
の電子とハイパー核生成反応起因のK+中間子がコインシデンスタイム内に偶発的に観測されたものを
指す。

accidental BG rate[Hz] = (e′ singles rate)[Hz]× (K+ singles rate)[Hz]× (coin. time)[s] (5.26)
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表 5.25: 標的毎の制動放射反応断面積
セットアップ 標的 integrated brems. CS[nb]

E05-115 12C 1.38×107

208Pb 1.09×108

次世代 4He 2.32×104

12C 4.38×104

40Ca 1.58×105

89Y 2.75×105

208Pb 5.06×105

以下では E05-115実験でのK中間子、散乱電子の singles rateをスケールする事で、次世代実験におけ
るバックグラウンドレートを見積もった。

• 12C標的　
標的厚は 100 mg/cm2、ビームカレントは 100 µAを想定する。まずK+ singles rateを見積もる。
生成するK中間子のカウント数をNK+ とするとNK+ は

NK+ = NbeamNtarget

∫∫
ΓdΩe′dEe′

dσγ
dΩK+

(5.27)

とかける。5.8.1章で述べたように仮想光子フラックス
∫∫

ΓdΩe′dEe′は次世代実験ではE05-115実
験の 0.68倍になる。A(γ∗,K+)Xの断面積 dσγ

dΩK+
は同一の炭素標的を仮定している場合は一定であ

る。次世代実験でのK+ singles rate[New]は、E05-115実験のK+ singles rate[E05]をスケールし
て 350[Hz]と見積もった。

K+singles rate[New] = K+singles rate[E05]× 0.68× 仮定標的厚
標的厚 (E05)

× 仮定ビームカレント
ビームカレント (E05)

= 170[Hz]× 0.68× 100[mg/cm2]

87.5[mg/cm2]
× 100[µA]

38[µA]

∼ 350[Hz]

次に e′ singles rateの見積もりを行う。制動放射起因の散乱電子のカウント数をNe′ とすると

Ne′ = NbeamNtarget

∫∫
d2σb

dΩe′dEe′
dEe′dΩe′ (5.28)

とかける。表 5.25に示した炭素標的の場合の制動放射断面積の積分値をみると、次世代実験セット
アップでの値はE05-115実験セットアップでの値の 3.2×10−3倍である。次世代実験での e′ singles

rate[E05]は、E05-115実験の e′ singles rate[E05]をスケールして 22 kHzと見積もった。

e′singles rate[New] = e′singles rate[E05]× 3.7× 10−3 × 仮定標的厚
標的厚 (E05)

× 仮定ビームカレント
ビームカレント (E05)

= 2300[kHz]× 3.2× 10−3 × 100[mg/cm2]

87.5[mg/cm2]
× 100[µA]

38[µA]

∼ 22[kHz]

見積もったK+,e′ signles rateと式 (5.26)より次世代実験における制動放射に起因するアクシデン
タルバックグラウンドの計数率は 0.015 Hzと見積もられる。

66



• その他の標的　
その他の標的に関しては先ほど求めた炭素標的でのバックグラウンドレートをスケールして求め
る。まずK+ singles rateをスケールする。A(γ∗,K+)Xの断面積 dσγ

dΩK+
は、標的依存性を持ち質量

数A0.8に比例するとした。炭素標的を用いた場合のK中間子計数率N
12C
K+ を、例えば鉛標的の場

合の計数率N
208Pb
K+ にスケールする際には

N
208Pb
K+ = N

12C
K+ ×

A0.8
Pb/APb

A0.8
C /AC

= N
12C
K+ × 2080.8/208

120.8/12
(5.29)

とする。次に e′ singles rateを求める。炭素標的を用いた場合の制動放射起因の散乱電子計数率
N

12C
e′ を、鉛標的の場合の計数率N

208Pb
e′ にスケールする際には

N
208Pb
e′ = N

12C
e′ ×

d2σb
dΩe′dEe′

[Pb]×NPb

d2σb
dΩe′dEe′

[C]×NC

(5.30)

となる。次世代実験セットアップでのK+、e′ singles rateとバックグラウンドレートを標的別に
表 5.26に示す。ただし、鉛標的以外の標的は標的厚 100 mg/cm2、ビームカレント 100 µAを仮
定し、鉛標的は標的厚 100 mg/cm2、ビームカレント 10 µAを仮定した。表中 12C(E05-115)はス
ケールに用いた E05-115実験の炭素標的 (標的厚 87.5 mg/cm2、ビームカレント 38µA)のデータ
である。BG ratioは 12C(E05-115)を基準にした BG rateの比である。noiseは 0.24MeV(1ビン)

あたりのバックグラウンドカウント数であり、12C(E05-115)の値をスケールして求めた。例えば、
次世代実験の 12Cの noiseは

noise = N[12C(E05− 115)]× BG ratio

= 90[count/0.24MeV]× 0.020

= 1.8[count/0.24MeV]

と見積もった。

表 5.26: 標的別の各計数率とバックグラウンド見積値
4He 12C 40Ca 89Y 208Pb 12C(E05-115)

K+ rate[kHz] 0.43 0.35 0.27 0.23 0.019 2300

e′ rate[kHz] 12 22 79 138 25 0.17

BG rate[Hz] 0.010 0.015 0.043 0.064 9.9×10−4 0.78

BG ratio 0.013 0.020 0.055 0.082 0.0013 1

run time[hour] 60 60 60 60 360 60

N[count/0.24MeV] 1.2 1.8 5.0 7.4 2.7 90

5.8.3 期待されるスペクトラムと S/N見積もり

以上の結果を用いて次世代実験で期待されるスペクトラムと S/N, S/
√
S + N(以下 peak significance

と明記)を見積もった。

• 期待される 12C(e,e’K+)12Λ Bのスペクトラム
炭素標的の場合、ビームにより標的が融解する事は無いのでビームのラスターは考えない。炭素標的
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で予想されるミッシングマス分解能は 720keV(FWHM)である。図 5.25が炭素標的 100 mg/cm2に
100 µAの電子ビームを 60時間照射した場合に生成が期待される 12

Λ Bのスペクトラムである。横軸は
Λ粒子の束縛エネルギー、縦軸はカウント数である。noiseとはヒストグラムの 1ビンを 0.24 MeVと
した場合、1ビンあたりのバックグラウンド数のことであり、このとき noiseは 1.8 count/0.24MeV

である。Sをヒストグラムの中心値から±3σの範囲に存在するハイパー核生成事象数、Nをヒス
トグラムの中心値から±3σの範囲に存在するアクシデンタルバックグラウンド事象数とする。12

Λ B

の基底状態のピークの Sは 1580 countであり、Nは 14.0 countである。S/Nは 113であり、peak

significanceは 39.5となった。Λ束縛エネルギーの値は E05-115実験のデータを基にした [12]。

図 5.25: 期待される 12
Λ Bのスペクトラム : 炭素標的 100 mg/cm2に 100 µAの電子ビームを 60時間照射

した場合に生成が期待される 12
Λ Bのスペクトラム。Λ束縛エネルギーの値は E05-115実験のデータを基

にした [12]。

• 期待される 208Pb(e,e’K+)208Λ Tl のスペクトラム
図 5.26は鉛標的 100 mg/cm2に 10 µAの電子ビームを 60日間照射した場合に生成が期待される
208
Λ Tlのスペクトラムである。noiseは 2.7 count/0.24MeVである。208

Λ Tlの基底状態のピークの S

は 84、Nは 18.8である。S/Nは 4.5であり、peak significanceは 8.3となった。図にはコア殻が
2s1/2−1と 1d3/2−1の状態の場合、0h11/2−1と 1d5/2−1の状態の場合の s,p,d軌道のスペクトラ
ムのみを示し、その Λ束縛エネルギーの値は理論計算を基にした [33][34]。
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図 5.26: 期待される 208
Λ Tlのスペクトラム (ビームカレント 10µA) : 鉛標的 100 mg/cm2に 10 µAの電

子ビームを 60日間照射した場合。noiseは 2.7 count/0.24MeVである。基底状態の Sは 84、Nは 18.8

である。S/Nは 4.5であり、peak significanceは 8.3となった。図にはコア殻が 2s1/2−1と 1d3/2−1の
状態の場合、0h11/2−1と 1d5/2−1の状態の場合の s,p,d軌道のスペクトラムのみを示し、そのΛ束縛エ
ネルギーの値は理論計算を基にした [33][34]。

また図 5.27は鉛標的 100 mg/cm2に 100 µAの電子ビームを 60日間照射した場合に生成が期待さ
れる 208

Λ Tlのスペクトラムである。noiseは 270 count/0.24MeVである。208
Λ Tlの基底状態のピー

クの Sは 840、Nは 190である。S/Nは 0.31であり、peak significanceは 14.1となった。
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図 5.27: 期待される 208
Λ Tlのスペクトラム (ビームカレント 100µA) : 鉛標的 100 mg/cm2に 100 µAの電

子ビームを 60日間照射した場合。noiseは 270 count/0.24MeVである。基底状態の Sは 842、Nは 190

である。S/Nは 0.31であり、peak significanceは 14.1となった。

• S/Nの見積もり　
見積もった各ハイパー核の基底状態のピークの S/Nを表 5.27に示す。標的は全て 100[mg/cm2]

を仮定し、仮定したビームカレント、計測時間 [hour]は表中に示した。ただし、鉛標的は標的厚
100 mg/cm2、ハイパー核生成断面積は 10 nb/srを仮定した。ビームカレントは 10 µA、100 µA

の 2通りを仮定し計算した。

表 5.27: 各ハイパー核の基底状態の S/N見積もり値
4
ΛH

12
Λ B 40

Λ K 89
Λ Sr 208

Λ Tl 208
Λ Tl

ビームカレント [µA] 100 100 100 100 10 100

計測時間 [hour] 60 60 60 60 1440 1440

S[count] 18200 1580 1820 820 84 842

noise[count/0.24MeV] 1.2 1.8 5.0 7.4 2.7 270

N[count] 8.87 14.0 45.9 52.2 18.8 190

S/N 2050 113 39.6 15.6 4.46 0.31

S/
√

(S + N) 135 39.5 42.2 27.7 8.28 14.1
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第6章 結論と課題

次世代実験において、炭素標的 100 mg/cm2 を用いた場合、ミッシングマス分解能は ∼720keV で
1 MeVをきる高分解能測定を達成する事が期待される。ビームカレント 100µAで炭素標的 100 mg/cm2

にビームを 60時間照射した場合、12
Λ Bの基底状態のピークの S/Nは 113となり、E05-115実験のデータ

(S/N=1.58)と比較すると圧倒的に S/Nが改善しバックグラウンドの少ないスペクトラムが得られるこ
とが期待される。また、ビームカレント 10µAで鉛標的 100 mg/cm2にビームを 60日間照射した場合、
208
Λ Tlの基底状態の S/Nは 4.5となった。重い標的を測定する際に高い入射エネルギーの電子ビームを
用いた上でバックグラウンドが集中する前方領域を避けて計測する次世代セットアップが非常に有効で
ある事が分かった。ただし、前方領域を避けるため前回実験に比べハイパー核収量は減少し、208

Λ Tlの基
底状態の生成数は 60日間のビームタイムでも 100カウントに満たない事が分かった。
今後の課題として以下の研究が挙げられる。

• 副次的反応を考慮したバックグラウンドの見積もり
粒子が磁石などの物質と相互作用して生じるバックグラウンドを考慮したシミュレーションを行う。

• 詳細なセプタム磁石デザイン
さらに収量を稼げるようなセットアップにするためセプタム磁石の設置場所や中心磁場の大きさ
などよりを行う。

• 標的機構のデザイン
液体、気体標的の標的セルのデザインを行う。さらに、鉛標的のように融点の低い標的での冷却機
構のデザインを行う。
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付 録A HRS Dipoleの3Dモデルの詳細

Inventorを用いて作成したHRS Dipoleの 3Dモデルの各要素を以下の図A.1から図A.4に示す。

図 A.1: POLE,COILモデル

図 A.2: YOKEモデル

73



図 A.3: AIRモデル

図 A.4: BGモデル

TOSCAで計算する際には、磁石の POLE部分 (図 A.1)と、粒子が通過する POLEの間の空間 (図
A.3)はメッシュを細かく切って計算する。一方、YOKE部分 (図A.2)や磁石の外側の空間 BG(図A.4)

のメッシュは大きくてかまわない。以下の表A.1に、TOSCA計算に用いた各要素のパラメータを示す。
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表 A.1: 各要素のパラメータ
Mesh size Potential Type Element Type BH curve

POLE 60 Total Linear tente

YOKE 300 Total Linear tenten

AIR 60 Automatic Linear -

BG 1000 Automatic Linear -

さらに、表面のメッシュサイズとメッシュの角度、境界条件を表A.2に示した。

表 A.2: Surface Mesh size, angleと境界条件
Surface Mesh size 1000

Surface Mesh angle 10

boundary condition normal magnetic
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付 録B xt,yt,ztの不確かさによる各分解能への影響
とその補正

5.5章で議論したように標的での反応点 xt,ytはビームラスターにより原点よりずれる。また、5.6章で
議論したように標的での反応点 ztは標的の厚さの分不確かさを持つ。5.5章、5.6章ではこれらを逆輸送
行列により補正した。この章では補正前後の散乱電子側の各分解能、K中間子側の各分解能をまとめた。

B.1 ビームラスターの補正

まず、5.5章で説明したビームラスターの効果を行列で補正する事に関して補正前後で散乱電子側、K

中間子側の dp, dx′t, dy
′
tの値がどのように変化するかを示す。5.5章で用いたサンプルイベントセットを

表 B.1にもう一度示した。

表 B.1: サンプルイベントコンディション
サンプルイベントセット xラスター [cm] yラスター [cm]

Event set(no raster) 0 0

Event set(x raster) ±0.1 0

Event set(y raster) 0 ±0.1

Event set(xy raster) ±0.1 ±0.1

B.1.1 xラスターの補正

まずEvent set(xy raster)をmatrix(ラスター補正前)とmatrix(ラスター補正後)で再構成した場合の
各分解能と xラスターの相関を散乱電子側とK中間子側についてそれぞれ示す。
図 B.1に散乱電子側の xラスター補正前後の dp, dx′t, dy

′
tと xtの相関を示す。上段は散乱電子側の角

度、運動量をmatrix(ラスター補正前)により再構成を行った場合を示す。左から順に dp, dx′t, dy
′
tと xt

の相関を示す。一方、下段は散乱電子側の角度、運動量をmatrix(ラスター補正前)により再構成を行っ
た場合を示す。
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図 B.1: xラスター補正前後の dp, dx′t, dy
′
tと xtの相関 (散乱電子側) : 上段は散乱電子側の角度、運動

量をmatrix(ラスター補正前)により再構成を行った場合を示す。左から順に dp, dx′t, dy
′
tと xtの相関を

示す。一方、下段は散乱電子側の角度、運動量をmatrix(ラスター補正前)により再構成を行った場合を
示す。

次に図 B.1にK中間子側の xラスター補正前後の dp, dx′t, dy
′
tと xtの相関を示す。上段はmatrix(ラ

スター補正前)により再構成を行った結果、下段はmatrix(ラスター補正後)により再構成を行った結果
である。
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図 B.2: xラスター補正前後の dp, dx′t, dy
′
tと xtの相関 (K中間子側)

B.1.2 yラスターの補正

次に yラスターについても同様に調べた。図B.3に散乱電子側の xラスター補正前後の dp, dx′t, dy
′
tと

xtの相関を示す。
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図 B.3: yラスター補正前後の dp, dx′t, dy
′
tと ytの相関 (散乱電子側) : 上段は散乱電子側の角度、運動

量をmatrix(ラスター補正前)により再構成を行った場合を示す。左から順に dp, dx′t, dy
′
tと ytの相関を

示す。一方、下段は散乱電子側の角度、運動量をmatrix(ラスター補正前)により再構成を行った場合を
示す。

図 B.4にK中間子側の xラスター補正前後の dp, dx′t, dy
′
tと xtの相関を示す。
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図 B.4: yラスター補正前後の dp, dx′t, dy
′
tと ytの相関 (K中間子側)

以上 x, yラスターの補正前後での dp, dx′t, dy
′
tをガウス関数を用いてフィットし、その FWHMを分解

能とする。結果を表 B.2、表 B.3に示す。

表 B.2: 散乱電子側の角度・運動量分解能
サンプル番号 matrix dx′t[mrad] dy′t[mrad] dp[keV]

Event set(no raster) matrix(ラスター補正前) 0.05 0.08 340

Event set(x raster) 0.4 0.2 790

Event set(y raster) 0.07 1.9 1800

Event set(xy raster) 0.4 2.5 2100

Event set(no raster) matrix(ラスター補正後) 0.05 0.08 330

Event set(x raster) 0.07 0.1 450

Event set(y raster) 0.06 0.1 450

Event set(xy raster) 0.08 0.1 540
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表 B.3: K中間子側の角度・運動量分解能
サンプル番号 matrix dx′t[mrad] dy′t[mrad] dp[keV]

Event set(no raster) matrix(ラスター補正前) 0.04 0.3 220

Event set(x raster) 0.04 0.3 370

Event set(y raster) 0.12 0.7 340

Event set(xy raster) 0.4 0.7 470

Event set(no raster) matrix(ラスター補正後) 0.04 0.3 210

Event set(x raster) 0.05 0.3 220

Event set(y raster) 0.05 0.4 250

Event set(xy raster) 0.06 0.4 250

B.2 ビーム進行方向 (zt)の反応点の不確かさの補正

5.6章で説明したビームラスターの効果を行列で補正する事に関して補正前後で散乱電子側、K中間
子側の dp, dx′t, dy

′
tの値がどのように変化するかを示す。

図 B.5: zt補正前後の dp, dx′t, dy
′
tと ztの相関 (散乱電子側)
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図 B.6: zt補正前後の dp, dx′t, dy
′
tと ztの相関 (K中間子側)

表 B.4: zt補正前後の dp, dx′t, dy
′
tの値

HRS side dx′t[mrad] dy′t[mrad] dp[keV]

matrix(zt補正前) 3.7 0.3 2140

matrix(zt補正後) 0.064 0.088 310

HKS side dx′t[mrad] dy′t[mrad] dp[keV]

matrix(zt補正前) - 0.32 1740

matrix(zt補正後) 0.036 0.15 180
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付 録C HRSコードの使用方法

HRSの使用法を説明する。HRSコードは

GNUmakefile HRS.cc ana gen src include run

のディレクトリから構成される。HRSコードのコンパイルはここで行う。� �
>>make� �
1. seed fileの生成 (場所 : ./HRS/gen/dragon) コンパイル (>>make)して実行する (>>./gen)と、
標的における散乱電子とK中間子の運動量ベクトルの情報が書き込まれた seed file(.seed)が生成
される。ビームエネルギーや粒子の中心運動量、スペクトロメーターのアクセプタンスなどの条件
は./gencnd.dat内に入力する。生成される seed fileの名前もこのファイル中で指定する。生成した
seed fileはmk*.ccを実行して root fileに変換し確認を行う。生成した seed fileはHRS/run/seed

以下におき、inputカード (HRS/run/input/sample.in)内でこの seed fileを指定する。

2. HRSシミュレーション　
既に記述したように HRSシミュレーションコードのコンパイルは/HRSで行う。コンパイル後
/HRS/runに移動し、ここでシミュレーションを走らせる。実行コマンドは以下の通り。

� �
>>./HRS macro file名 input card名� �

macro fileは/HRS/run/macro/*.mac, input cardは/HRS/run/input/*.inが用意されている。例
えば� �
>>./HRS ./macro/gun.mac ./input/sample.in� �
のようなコマンドでシミュレーションが実行できる。macro/vis.macを使用すれば viewerにより
シミュレーションの様子が確認できる。input cardでは、seed fileを始め、出力ファイル、標的の
情報等を指定する。seed fileを使用しない場合には、粒子の生成情報をこの中で指定する事が可能
である。シミュレーションを行った結果は root fileとして input cardで指定した場所に生成され
る。デフォルトでは、/HRS/ana/root/に test.rootという名前で生成される。

3. 逆輸送行列の生成　
生成された root fileを用いて逆輸送行列を生成する。逆輸送行列の生成は、./HRS/ana/root/f2t

で行う。ここでコンパイルを行い (>>make)、
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� �
>> ./get matrix� �
で行列を生成する。ここにある parMatrix.datが input cardであり、計算した行列 (dat fileに書
き込まれる)が生成される場所と名前を指定する。また、行列計算に用いる root fileも指定する。
デフォルトでは逆輸送行列はmatrices以下に*.datとして生成される。読み込む root fileは先ほど
作成した/HRS/ana/root/test.rootとなっている。
getMatrix.h内では逆輸送行列の次数、xFP, yFP, x

′
FP, y

′
FPの次数、特異値分解に用いるイベント数

等を定義している。readvalue.C内では特異値分解に用いる数値のウェイトを指定する。また、特
異値分解に用いるデータ点の selection条件を設定する。さらに、検出器分解能を考慮して FP情
報をガウス関数に従いぼかす作業もここで行う。calcMatrix.C内では特異値分解を行う。逆輸送
行列の次数に従って書き換える必要がある。

4. 標的での情報の再構成　
計算した逆輸送行列を用いて、FP情報を標的情報に焼き直す。標的情報の再構成は、g4coinとい
うコードを用いて行う。/g4coin/ana/HRSrecon以下でコンパイルを行う (>>make)。実行は

� �
>> ./recon� �
で行う。input card(例えばmat＿ lambda.datなどがデフォルトで置かれている)では、逆輸送行
列、FP情報を含んだ root file、出力ファイルを指定する。recon.h内では逆輸送行列の次数を指
定する。3で生成した逆輸送行列に対応する次数を設定する。recon.C内では特異値分解に用いる
数値のウェイトを指定する。ここに指定するウェイトは 3において readvalue.C内で指定したウェ
イトと一致させる。readvalue.C内では特異値分解に用いるデータ点の selection条件を設定する。
ここでも 3において readvalue.C内で指定した条件と一致させる。また、検出器分解能の効果も 3

同様ここで指定する。calcRecon.C内では逆輸送行列と FP情報を用いて標的情報を再構成してい
る。逆輸送行列の次数に従って書き換える必要がある。

5. ミッシングマスの再構成　
最後に、散乱電子側とK中間子側両アームのシミュレーションを行う場合には、これらの情報を
統合し標的に置けるハイパー核ミッシングマスの再構成が行える。K中間子側に関しても 1で生
成した seed fileを用いて、2∼4の行程をHRSの場合と同様に行う。/g4coin/ana/HRSreconに散
乱電子側の再構成した root file、/g4coin/ana/HKSrecon(例えば今HKSを用いてK中間子を検出
する事を想定する)にK中間子側の再構成した root fileが揃っている状況であるとする。これらの
root fileに書き込まれたデータの中で、イベント番号が同一のものに関してミッシングマスを再構
成する事が出来る。イベント番号が異なるデータに関して再構成を行うとアクシデンタルバック
グラウンドとなる。
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